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押角の日本農林規格
（昭和３５年１２月１日農林省告示第１２０４号）

（最終改正：平成８年７月１１日農林水産省告示第１０８７号）

（定義）

第一条 この規格において「押角」とは、次の各号の一に該当する針葉樹の製材をいう。

一 丸身が六〇パーセントをこえるか、又は一角における丸身が四〇パーセントをこえる正割り又は正角

二 各材面において材の長さ五〇パーセント以上の部分にわたつてひき面があるひき割り類又はひき角類で、四材面にひき面がある部分における横

断面の辺の欠を補つた形が正方形のもの

２ この規格において「ひき割り類」とは、厚さが七．五センチメートル未満で幅が厚さの四倍未満のものをいい 「正割り」とは、ひき割り類のう、

ち横断面が正方形のものをいう。

３ この規格において「ひき角類」とは、厚さ及び幅が七．五センチメートル以上のものをいい 「正角」とは、ひき角類のうち横断面が正方形のも、

のをいう。

（規格）

第二条 押角の規格は、次のとおりとする。

事項 等級 一等 二等

ひき面 ひき面が材の全長にわたつてある材面が一以上あるもの 制限しない

丸 正割り又は正角 材の長さの中央において四〇パーセント以下のもの 材の長さの中央において六〇パーセント以下のもの

身

その他のもの 材の長さの三〇パーセント以上の部分において四〇パー 材の長さの三〇パーセント以上の部分において六〇パーセ

セント以下のもの ント以下のもの

最小横断面の面積と呼 五〇パーセント以上のもの 制限しない。

称横断面積との比

その他の欠点 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するもの

（注）

丸身の百分率は、その存する部分の最小横断面における辺の欠を補つた方形の四辺の合計に対する辺の欠の合計の割合による。ただし、一

角における百分率は、その方形の辺の合計に対する一角における辺の欠の合計の最大のものの割合による。

呼称横断面積は、四材面にひき面がある部分における横断面の辺の欠を補つた正方形の面積とする。

（標準寸法）

第三条 押角の標準寸法は、別表のとおりとする。

（広葉樹製材の日本農林規格の準用）

第四条 押角については、前三条に規定するもののほか、広葉樹製材の日本農林規格（平成八年七月十一日農林水産省告示第千八十六号）の規定を準

用する。

別表〔第３条〕

一辺の長 材の長さ（ｍ）

（ ）さ ｃｍ

６．０ （１．８） ２．０ （２．７） ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３
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（７．５） （１．８） （２．０） （２．７） （３．０） （３．３） （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

８．０ （１．８） ２．０ ２．７ ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

９．０ （１．８） ２．０ ２．７ ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

１０．０ （１．８） ２．０ ２．７ ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

１０ ５ （１．８） （２．０） （２．７） （３．０） （３．３） （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３（ ． ）

１１．０ （１．８） ２．０ ２．７ ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

１２．０ （１．８） ２．０ ２．７ ３．０ ３．３ （３．６５） （３．８） （４．０） ４．３

（注）１ 一辺の長さは材、四材面にひき面がある部分における辺の欠を補つた正方形による。

２ 内の長さは、昭和４１年３月３１日までの標準寸法とする。

３ 寸法の許容限度は、次のとおりとする。

寸法の過不足 ＋ －

種類

一辺の長さ（ｃｍ） 制限しない。 ０．１未満

材の長さ（ｃｍ） 制限しない。 ０
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耳付材の日本農林規格
（昭和３５年１２月１日農林省告示第１２０５号）

（最終改正：平成８年７月１１日農林水産省告示第１０８７号）

（適用の範囲）

第一条 この規格は、耳すりをしない製材（以下「耳付き材」という ）に適用する。。

（耳付き材の厚さ及び幅）

第二条 耳付き材の厚さは、材の最小横断面の平行な二直線間の距離とする。

２ 耳付き材の幅は、針葉樹の厚さ六センチメートル未満のものにあつては長さの中央における横断面の上辺（平行な二直線の

短い方をいう。以下同じ 、針葉樹の厚さ六センチメートル以上のものにあつては長さの中央における横断面の平均辺（平。）

行な二直線の平均をいう。以下同じ 、広葉樹の厚さ六センチメートル未満のものにあつては最小横断面における上辺と最。）

大横断面における上辺との平均、広葉樹の厚さ六センチメートル以上のものにあつては最小横断面の平均辺と最大横断面の平

均辺との平均とする。

（針葉樹の耳付き材の標準寸法）

第三条 針葉樹の耳付き材の標準寸法は、別表のとおりとする。

（針葉樹の耳付き材の規格）

第四条 針葉樹の耳付き材の規格は、次のとおりとする。

一 まさ目材以外のもの

等級 一等 二等 三等

欠点事項

最小ひき面幅と最大ひ 六〇パーセント以上のもの 四〇パーセント以上のもの 制限しない

き面幅との比

節 材面におけるかけ 長径が三センチメートル以下 長径が五センチメートル以下 上記の限度をこえて存するも（ 、

きず及びあなを含む ） で、材の長さ二メートル又は で、材の長さ二メートル又は の。

二メートル未満の端数につき 二メートル未満の端数につき

三個以下のもの 五個以下のもの

木口割れ（材面におけ 一〇パーセント以下のもの 二〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも

る割れを含む ）又は の。

目まわり

あて 五パーセント以下のもの。た 一〇パーセント以下のもの。 上記の限度をこえて存するも

だしひばにあつては一〇パー ただしひばにあつては二〇パ の

セント以下のもの ーセント以下のもの

根もく 一五パーセント以下のもの 三〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも

の

腐れ又は虫食い きわめて軽微なもの 軽微なもの 上記の限度をこえて存するも

の

その他の欠点 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の
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測定した寸法と表示さ １ 厚さの差

れた寸法との差 材の厚さが一．五センチメートル未満のもの

マイナス〇．五ミリメートル未満

材の厚さが一．五センチメートル以上のもの

マイナス一．〇ミリメートル未満

２ 幅の差

マイナス一．〇ミリメートル未満

３ 長さの差

マイナス〇

（注）

最小ひき面幅と最大ひき面幅との比は、最小ひき面幅のその存する材面における最大ひき面幅に対する割合による。

あて又は根もくの百分率は、あて又は根もくの部分の面積の材面の面積に対する割合による。

、 、 （ 。 。）、等級の判定は 厚さが六センチメートル未満のものにあつては 良面 欠点の程度の小さい材面をいう 以下同じ

（ 。 。） 。厚さが六センチメートル以上のものにあつては不良面 欠点の程度の大きい材面をいう 以下同じ について行なう

ただし、最小ひき面幅と最大ひき面幅との比及びその他の欠点については、この限りでない。

著しいひきむらがあるため利用上支障があるものは、三等に相当するものを除き、一階級下げる。

二 まさ目材

等級 一等 二等 三等

欠点事項

最小ひき面幅と最大ひ 七〇パーセント以上のもの 五〇パーセント以上のもの 制限しない

き面幅との比

節 材面におけるかけ 次の各号のいずれかに該当す 次の各号のいずれかに該当す 上記の限度をこえて存するも（ 、

きず及びあなを含む ） るもの るもの の。

１ 径が三センチメートル以 １ 径が六センチメートル以

下で、材の長さ二メートル 下で、材の長さ二メートル

又は二メートル未満の端数 又は二メートル未満の端数

につき二個以下のもの につき二個以下のもの

２ 長さが三．八メートル以 ２ 長さが三．八メートル以

上の材であつて、節のない 上の材であつて、節のない

部分の長さが三．六メート 部分の長さが二．七メート

ル以上のもの又は節のない ル以上のもの又は節のない

部分が二箇所にわたり、そ 部分が二箇所にわたり、そ

れぞれの長さが二．七メー れぞれの長さが一．八メー

トル以上及び〇．九メート トル以上及び〇．九メート

ル以上であるもの ル以上であるもの

３ 連続して節がない部分の ３ 連続して節がない部分の

幅が材の幅の八五パーセン 幅が材の幅の六〇パーセン

ト以上のもの ト以上のもの

木口割れ（材面におけ 一〇パーセント以下のもの 二〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも

る割れを含む ）又は の。

目まわり

あて 五パーセント以下のもの 一〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも
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の

腐れ又は虫食い 軽微なもの。ただし、節のな 顕著でないもの。ただし、節 上記の限度をこえて存するも

い部分の長さ又は幅の算定に のない部分の長さ又は幅の算 の

係る部分にないもの 定に係る部分にないもの

その他の欠点 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の

測定した寸法と表示さ １ 厚さの差

れた寸法との差 材の厚さが一．五センチメートル未満のもの

マイナス〇．五ミリメートル未満

材の厚さが一．五センチメートル以上のもの

マイナス一．〇ミリメートル未満

２ 幅の差

マイナス一．〇ミリメートル未満

３ 長さの差

マイナス〇

（注）

最小ひき面幅と最大ひき面幅との比は、最小ひき面幅のその存する材面における最大ひき面幅に対する割合による。

節の径は、その存する材面における幅の方向のりよう線に平行なその節の二切線間の距離とする。ただし、抜け節、

腐れ節又は抜けやすい節で他材面に貫通したものの径は、その実測した径の二倍とみなす。

あての百分率は、あての部分の面積の材面の面積に対する割合による。

等級の判定は、不良面について行なう。ただし、最小ひき面幅と最大ひき面幅との比及びその他の欠点については、

この限りでない。

著しいひきむらがあるため利用上支障があるものは、三等に相当するものを除き、一階級下げる。

（広葉樹の耳付き材の規格）

第五条 広葉樹の耳付き材の規格は、次のとおりとする。

一 まさ目材以外のもの

等級 一等 二等 三等

欠点事項

節 材面におけるかけ 長径が五センチメートル以下 長径が八センチメートル以下 上記の限度をこえて存するも（ 、

きず、あな、かなすじ で材の長さ二メートル又は二 で材の長さ二メートル又は二 の

及び入り皮を含む ） メートル未満の端数につき二 メートル未満の端数につき四。

個以下のもの 個以下のもの

木口割れ又は目まわり 一〇パーセント以下のもの 二〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも

の

干割れ 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の

辺材（なら、たぶ、ま 一材面において二〇パーセン 両材面において五〇パーセン 上記の限度をこえて存するも

かば及びかつらに限 ト以下、これに相対する材面 ト以下のもの又は一材面にな の

る ） において四〇パーセント以下 いもの。

のもの
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腐れ又は虫食い きわめて軽微なもの 軽微なもの 上記の限度をこえて存するも

の

その他の欠点 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の

測定した寸法と表示さ １ 厚さの差

れた寸法との差 材の厚さが一．五センチメートル未満のもの

マイナス〇．五ミリメートル未満

材の厚さが一．五センチメートル以上のもの

マイナス一．〇ミリメートル未満

２ 幅の差

マイナス一．〇ミリメートル未満

３ 長さの差

マイナス〇

（注）

等級の判定は、厚さが六センチメートル未満のものにあつては良面、厚さが六センチメートル以上のものにあつては

不良面について行なう。ただし、目まわり、辺材、及びその他の欠点についてはこの限りでない。

著しいひきむらがあるため利用上支障があるものは三等に相当するものを除き、一階級下げる。

二 まさ目材

等級 一等 二等 三等

欠点事項

最小ひき面幅と最大ひ 七〇パーセント以上のもの 五〇パーセント以上のもの 制限しない

き面幅との比

節 材面におけるかけ 次の各号のいずれかに該当す 次の各号のいずれかに該当す 上記の限度をこえて存するも（ 、

きず、あな、かなすじ るもの るもの の

及び入り皮を含む ） １ 径が三センチメートル以 １ 径が六センチメートル以。

下で、材の長さ二メートル 下で、材の長さ二メートル

又は二メートル未満の端数 又は二メートル未満の端数

につき一個以下のもの につき二個以下のもの

２ 長さが三．八メートル以 ２ 長さが三．八メートル以

上の材にあつて、節のない 上の材にあつて、節のない

部分の長さが三．六メート 部分の長さが二．七メート

ル以上のもの又は節のない ル以上のもの又は節のない

部分の長さが二箇所にわた 部分の長さが二箇所にわた

り、それぞれの長さが二． り、それぞれの長さが一．

七メートル以上及び〇．九 八メートル以上及び〇．九

メートル以上であるもの メートル以上であるもの

３ 連続して節のない部分の ３ 連続して節のない部分の

幅が材の幅の八五パーセン 幅が材の幅の六〇パーセン

ト以上のもの ト以上のもの

木口割れ又は目まわり 一〇パーセント以下のもの 二〇パーセント以下のもの 上記の限度をこえて存するも

の
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干割れ 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の

腐れ又は虫食い ないもの 軽微なもの 上記の限度をこえて存するも

の

その他の欠点 軽微なもの 顕著でないもの 上記の限度をこえて存するも

の

測定した寸法と表示さ １ 厚さの差

れた寸法との差 材の厚さが一．五センチメートル未満のもの

マイナス〇．五ミリメートル未満

材の厚さが一．五センチメートル以上のもの

マイナス一．〇ミリメートル未満

２ 幅の差

マイナス一．〇ミリメートル未満

３ 長さの差

マイナス〇

（注）

最小ひき面幅と最大ひき面幅との比は、最小ひき面幅のその存する材面における最大ひき面幅に対する割合による。

節の径は、その存する材面における幅の方向のりよう線に平行なその節の二切線間の距離とする。ただし、抜け節、

腐れ節又は抜けやすい節で他材面に貫通したものの径は、その実測した径の二倍とみなす。

等級の判定は、厚さが六センチメートル未満のものにあつては良面、厚さが六センチメートル以上のものにあつては

不良面について行なう。ただし、最小ひき面幅と最大ひき面幅との比は、目まわり及びその他の欠点については、この

限りではない。

（広葉樹製材の日本農林規格の準用）

第六条 耳付き材については、前各条に規定するもののほか、広葉樹製材の日本農林規格（平成八年七月十一日農林水産省告示

第千八十六号）の規定を準用する。

別表（第六条関係）

針葉樹の耳付き材の標準寸法
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針葉樹の構造用製材の日本農林規格
（平成３年１月３１日農林省告示第１４３号）

（最終改正：平成１３年１１月３０日農林水産省告示第１５９６号）

（適用の範囲）

第１条 この規格は、針葉樹の構造用製材（建築物の構造耐力上主要な部分に使用する製材をいう。以下同じ）に適用する。

（定義）

第２条 この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。

用 語 定 義

目視等級区分製材 構造用製材のうち、節、丸身等材の欠点を目視により測定し、等級区分するものをいう。

甲種構造材 目視等級区分製材のうち、主として高い曲げ性能を必要とする部分に使用するものをいう。

構造用Ⅰ 甲種構造材のうち、木口の短辺が３６ｍｍ未満の材及び木口の短辺が３６ｍｍ以上で、かつ、木口の

長辺が９０ｍｍ未満の材をいう。

構造用Ⅱ 甲種構造材のうち、木口の短辺が３６ｍｍ以上で、かつ、木口の長辺が９０ｍｍ以上の材をいう。

乙種構造材 目視等級区分製材のうち、主として圧縮性能を必要とする部分に使用するものをいう。

機械等級区分製材 構造用製材のうち、機械によりヤング係数を測定し、等級区分するものをいう。

仕上げ材 構造用製材のうち、乾燥処理を施した後、材面調整を行い、寸法仕上げをしたものをいう。

未仕上げ材 構造用製材のうち、乾燥処理を施した後、寸法仕上げをしないものをいう。

（寸法）

第３条 構造用製材の寸法は、木口の短辺、木口の長辺及び材長により区分する。

２ 構造用製材の木口の短辺は、材の最小横断面における辺の欠を補つた方形の短い辺とし、製材の木口の長辺は、その方形の

長い辺とする。ただし、最小横断面における辺の欠を補つた断面の形状が正方形のものは１辺をもつて木口の短辺及び木口の

長辺とする。

３ 構造用製材の材長は、両木口を結ぶ最短直線の長さとする。ただし、延びに係る部分を除く。

４ 構造用製材の標準寸法（仕上げ材にあつては、規定寸法）は、次表のとおりとする。ただし、設計計算により必要とされた

寸法で、構造用として適当であると認められた寸法（以下「認定寸法」という ）については、この限りでない。。

（単位ｍｍ）
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（目視等級区分製材の規格）

第４条 目視等級区分製材の規格は、次のとおりとする。

区 分 基 準

に規定するところによる。材面の品質 次項

インサイジング インサイジングは、欠点とみなさない。ただし、その仕様は製材の曲げ強さ及び曲げヤング係数の低

下がおおむね１割を超えない範囲内とする。

保存処理 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、次の基準に適合している こと。

いずれかの薬剤で保存処理が行われていること。次のアからキまでの

ア クレオソート油保存処理薬剤

イ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤

ウ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

エ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

オ ナフテン酸銅系保存処理薬剤

カ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤

キ ほう素化合物系保存処理薬剤

別記の の①のエの 浸潤度試験の結果、辺材部分及び心材部分の浸潤度（試験片の切断の  

面が辺材部分のみ又は心材部分のみからなる場合については、当該辺材部分又は心材部分の浸

潤度）が、次の表の左欄に掲げる性能区分及び中欄に掲げる樹種区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる基準に適合していること。

木口の短辺 木口の長辺

15 90 105 120

18 90 105 120

21 90 105 120

24 90 105 120

27 45 60 75 90 105 120

30 45 60 75 90 105 120

36 36 39 45 60 75 90 105 120

39 39 45 60 75 90 105 120

45 45 60 75 90 105 120

60 60 75 90 105 120

75 75 90 105 120

90 90 105 120 135 150 180 210 240 270 300 330 360

105 105 120 135 150 180 210 240 270 300 330 360 390

120 120 135 150 180 210 240 270 300 330 360 390

135 135 150 180 210 240 270 300 330 360 390

150 150 180 210 240 270 300 330 360 390

180 180 210 240 270 300 330 360 390

210 210 240 270 300 330 360 390

240 240 270 300 330 360 390

270 270 300 330 360 390

300 300 330 360 390
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性能 樹種区分 基準

区分

Ｋ１ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が９０％以上

Ｋ２ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０１

樹種 ｍｍまでの心材部分の浸潤度が２０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０２

樹種 ｍｍまでの心材部分の浸潤度が８０％以上

Ｋ３ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０

ｍｍまでの心材部分の浸潤度が８０％以上

Ｋ４ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０１

樹種 ｍｍまでの心材部分の浸潤度が８０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５２

樹種 ｍｍ（厚さが９０ｍｍを超える製材については、２０

ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８０％以上

Ｋ５ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５

ｍｍ（厚さが９０ｍｍを超える製材については、２０

ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８０％以上

（注）１ 耐久性Ｄ の樹種は、ヒノキ、ヒバ、スギ、カラマツ、ベイヒ、ベイスギ、ベイヒバ、ベイ１

マツ、ダフリカカラマツその他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

２ 耐久性Ｄ の樹種は、アカマツ、クロマツ、トドマツ、エゾマツ、モミ、ツガ、ベイモミ、２

ベイツガ、ラジアタパイン、ベニマツ、スプルース、ロッジポールパイン、アガチスその他

心材の耐久性がこれらに類するものとする。

(3) 別記の の の吸収量試験の結果、薬剤の吸収量が次の表の左欄に掲げる性能区分及の①エ 

び中欄に掲げる使用した薬剤の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる基準に適合している

こと。

性能 使用した薬剤 基準

区分

Ｋ１ ほう素化合物 ほう酸として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

３Ｋ２ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として１．８ｋｇ／ｍ

化合物 以上９．０ｋｇ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ジデシルジメチルアンモニウムクロライド（以下

３ウム化合物 「ＤＤＡＣ」という ）として２．３ｋｇ／ｍ。

以上

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として１．３ｋ

モニウム化合物 ｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．４ｋｇ／ｍ 以上３
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乳剤は、銅として０．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

３Ｋ３ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として３．５ｋｇ／ｍ

化合物 以上１０．５ｋｇ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして４．５ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として２．６ｋ

モニウム化合物 ｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として１．６ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として２．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ４ クレオソート油 クレオソート油として８０ｋｇ／ｍ 以上３

３クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として６．０ｋｇ／ｍ

化合物 以上１８．０ｋｇ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして９．０ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として５．２ｋ

モニウム化合物 ｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸銅 油剤は、銅として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として３．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として４．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ５ クレオソート油 クレオソート油として１７０ｋｇ／ｍ 以上３

３クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として７．５ｋｇ／ｍ

化合物 以上２２．５ｋｇ／ｍ 以下３

の含水率試験の結果、同一試験試料から含水率 乾燥処理を施した旨の表示をするものにあつては、別記の

採取した試験片の含水率の平均値が次の表の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄の掲げる

数値以下であること。

区 分 基 準

ＳＤ１５と表示するもの １５％
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仕上げ材

ＳＤ２０と表示するもの ２０％

Ｄ１５と表示するもの １５％

未仕上げ材

Ｄ２０と表示するもの ２０％

Ｄ２５と表示するもの ２５％

寸法 表示された寸法と測定した寸法との差が、次の表の左欄に揚げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に

揚げる数値以下であること。

区 分 表示された寸法と測定した寸法との差

仕上げ材 ７５未満 ＋１．０ －０

木口の ７５以上 ＋１．５ －０

短辺及

び木口 未仕上げ材 ７５未満 ＋１．０ －０

の長辺

７５以上 ＋１．５ －０

未乾燥材 ７５未満 ＋２．０ －０

７５以上 ＋３．０ －０

材 長 ＋制限なし －０

表 示 事 項 １ 次に掲げる事項が表示してあること。

樹種名

構造材の種類

等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又は販

売業者を表す文字

２ 乾燥処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表示

記号を表示してあること。

３ 保存処理を施してある旨の表示がしてあるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、性

能区分及び使用した薬剤を表示してあること。

４ 土台用である旨の表示がしてあるものにあつては、１から３までに規定するもののほか、ヒバ若

しくはヒノキである旨又は保存処理を施してある旨を表示してあること。

、 、 。５ 束に表示する場合にあつては １から４までに規定するもののほか 入り数を表示してあること

表 示 の 方 法 １ 表示事項の項の１の から まで、２及び３に掲げる事項の表示は、次に規定する方法により行 

われていること。

樹種名

最も一般的な名称をもつて記載すること。
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構造材の種類

「 」 、 「 」 、 「 」構造用Ⅰにあつては 甲Ⅰ と 構造用Ⅱにあつては 甲Ⅱ と 乙種構造材にあつては 乙

と記載すること。

等級

、 。 、 。等級の表示にあつては その等級ごとに次の表により記載すること なお 星印は黒色とする

等 級 １ 級 ２ 級 ３ 級

星 印 ★★★ ★ ★ ★

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチメー

トル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺及び材長の順に記載すること。ただし、

認定寸法にあつては単位を明記して記載すること。

乾燥処理

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、次に規定するところにより記載すること。

ア 仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「ＳＤ１５」と、含水率が２０％以下の

ものは「ＳＤ２０」と記載すること。

イ 未仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「Ｄ１５」と、含水率が２０％以下の

ものは「Ｄ２０」と、含水率が２５％以下のものは「Ｄ２５」と記載すること。

保存処理

性能区分がＫ１のものにあつては「保存処理Ｋ１」と、性能区分がＫ２のものにあつては「保

存処理Ｋ２」と、性能区分がＫ３のものにあつては「保存処理Ｋ３」と、性能区分がＫ４のもの

にあつては「保存処理Ｋ４」と、性能区分がＫ５のものにあつては「保存処理Ｋ５」と記載する

ほか、使用した薬剤を次の表に掲げる薬剤名又は薬剤の記号をもつて記載すること。

薬剤名 薬剤の記号

ほう素化合物 Ｂ

クロム・銅・ひ素化合物 ＣＣＡ

アルキルアンモニウム化合物 ＡＡＣ

銅・アルキルアンモニウム化合物 ＡＣＱ

ナフテン酸銅 ＮＣＵ

ナフテン酸亜鉛 ＮＺＮ

クレオソート油 Ａ

２ 表示事項の項に規定する事項は、各本又は各束ごとに見やすい箇所に明瞭にしてあること。

表示禁止事項 次に掲げる事項は、これを表示していないこと。

表示事項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵その他の表示

２ 前項の材面の品質の基準は、次のとおりとする。

構造用Ⅰの基準
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区 分 基 準

１ 級 ２ 級 ３ 級

。 。節（材面における欠 径比が２０％以下であること 径比が４０％以下であること 径比が６０％以下であること。

、 。け きず及び穴を含む

以下同じ ） 集中節の径比にあつては、上記基準の１．５倍以下とする。。

丸身（りよう線上に存 １０％以下であること ２０％以下であること。 ３０％以下であること。。

する欠け及びきずを含

む。以下同じ ）。

貫通割れ 木 口 長辺の寸法以下であること。 長辺の寸法の１．５倍以下であ 長辺の寸法の２．０倍以下で

ること。 あること。

。材 面 ないこと。 材長の１／６以下であること。 材長の１／３以下であること

短辺の寸法の１／２以下であ 同左 －目まわり

ること。

繊維走行の傾斜比 １：１２以下であること。 １：８以下であること。 １：６以下であること。

平均年輪幅（ラジアタ ６ｍｍ以下であること。 ８ｍｍ以下であること。 １０ｍｍ以下であること。

パインを除く ）。

髄心部又は髄（ラジア 髄の中心から半径５０ｍｍ以 同左 同左

。 。タパインに限る ） 内の部分の年齢界がないこと

腐朽 ないこと。 軽微なこと。 顕著でないこと。

曲り 極めて軽微なこと。 軽微なこと。 顕著でないこと。

狂い及びその他の欠点 軽微なこと。 顕著でないこと。 利用上支障のないこと。

構造用Ⅱの基準

基 準

区 分

１ 級 ２ 級 ３ 級

節 狭い材面 径比が２０％以下であること。 径比が４０％以下であるこ 径比が６０％以下であるこ

集 と。 と。（

中

。節 広 材縁部 径比が１５％以下であること。 径比が２５％以下であるこ 径比が３５％以下であること

を い と。

除 材

。く 面 中央部 径比が３０％以下であること。 径比が４０％以下であるこ 径比が７０％以下であること

） と。。
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。集 狭い材面 径比が３０％以下であること。 径比が６０％以下であるこ 径比が９０％以下であること

中 と。

節

。広 材縁部 径比が２０％以下であること。 径比が４０％以下であるこ 径比が５０％以下であること

い と。

材

。面 中央部 径比が４５％以下であること。 径比が６０％以下であるこ 径比が９０％以下であること

と。

丸身 １０％以下であること。 ２０％以下であること。 ３０％以下であること。

貫通割れ 木 口 長辺の寸法以下であること。 長辺の寸法の１．５倍以下で 長辺の寸法の２．０倍以下で

あること。 あること。

。材 面 ないこと。 材長の１／６以下であるこ 材長の１／３以下であること

と。

短辺の寸法の１／２以下である 同左 －目まわり

こと。

繊維走行の傾斜比 １：１２以下であること。 １：８以下であること。 １：６以下であること。

平均年輪幅（ラジアタ ６ｍｍ以下であること。 ８ｍｍ以下であること。 １０ｍｍ以下であること。

パインを除く ）。

髄心部 木口の長辺が 髄の中心から半径５０ｍｍ以内 同左 同左

又は髄 ２４０ｍｍ未 の部分の年齢界がないこと。

（ラジ 満のもの

アタパ

インに 木口の長辺が 木口の長辺に係る材面における 同左 同左

限る） ２４０ｍｍ以 りよう線から材面の幅の１／３

上のもの の距離までの範囲において髄の

中心から半径５０ｍｍ以内の部

分の年齢界がないこと。

腐朽 ないこと。 軽微なこと （土台用にあつ 顕著でないこと （土台用に。 。

ては、ないこと ） あつてはないこと ）。 。

曲り ０．２％以下であること。 ０．５％以下であること。 ０．５％以下であること。

狂い及びその他の欠 軽微なこと。 顕著でないこと。 利用上支障のないこと。

点

乙種構造材の基準

基 準

区 分

１ 級 ２ 級 ３ 級

節（集中節を除く ） 径比が３０％以下であること 径比が４０％以下であるこ 径比が７０％以下である。 。
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と。 こと。

集中節 径比が４５％以下であること。 径比が６０％以下であること 径比が９０％以下である。

こと。

丸身 径比が１０％以下であること。 径比が２０％以下であること 径比が３０％以下である。

こと。

貫通割れ 木 口 長辺の寸法以下であること。 長辺の寸法の１．５倍以下で 長辺の寸法の２．０倍以

あること。 下であること。

材 面 ないこと。 材長の１／６以下であること 材長の１／３以下である。

こと。

目まわり 短辺の寸法の１／２以下である 同左 －

こと。

繊維走行の傾斜比 １：１２以下であること。 １：８以下であること。 １：６以下であること。

平均年輪幅（ラジアタ ６ｍｍ以下であること。 ８ｍｍ以下であること。 １０ｍｍ以下であること。

パインを除く）

髄心部 木口の長辺が 髄の中心から半径５０ｍｍ以内 同左 同左

又は髄 ２４０ｍｍ未 の部分の年齢界がないこと。

（ラジ 満のもの

アタパ

インに 木口の長辺が 木口の長辺に係る材面における 同左 同左

限る ２４０ｍｍ以 りよう線から材面の幅の１／３。）

上のもの の距離までの範囲において髄の

中心から半径５０ｍｍ以内の部

分の年齢界がないこと。

腐朽 ないこと。 軽微なこと。 顕著でないこと。

曲り ０．２％以下であること。 ０．５％以下であること。 ０．５％以下であること。

狂い及びその他の欠点 軽微なこと。 顕著でないこと。 利用上支障のないこと。

（機械等級区分製材の規格）

第５条 機械等級区分製材の規格は、次のとおりとする。

区 分 基 準

曲げ性能 別記の（3)のウの方法により各本について曲げヤング係数を測定し、その数値が次の表の左欄に揚

げる等級の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に揚げる数値を満足すること。

等 級 曲げヤング係数（GPa又は１０ N/mm ）3 2
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Ｅ ５０ ３．９以上 ５．９未満

Ｅ ７０ ５．９以上 ７．８未満

Ｅ ９０ ７．８以上 ９．８未満

Ｅ １１０ ９．８以上 １１．８未満

Ｅ １３０ １１．８以上 １３．７未満

Ｅ １５０ １３．７以上

節 集中節を除く 径比が７０％以下であること。（ 。）

集中節 径比が９０％以下であること。

丸身 ３０％以下であること。

貫通割れ 木 口 長辺の寸法の２．０倍以下であること。

材 面 材長の１／３以下であること。

目まわり 利用上支障のないこと。

腐朽 局部的な腐朽は、顕著でないこと。

曲り 顕著でないこと。

狂い及びその他の欠 利用上支障のないこと。

点

インサイジング 前条第１項の表のインサイジングの項に同じ。

保存処理 前条第１項の表の保存処理の項に同じ。

含水率 前条第１項の表の含水率の項に同じ。

寸法 前条第１項の表の寸法の項に同じ。

１ 次に掲げる事項が表示してあること。表示事項

樹種名

等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又は

販売業者を表す文字

２ 乾燥処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表

示記号を表示してあること。

３ 保存処理を施してある旨の表示がしてあるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、

性能区分及び使用した薬剤を表示してあること。
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４ 土台用である旨の表示がしてあるものにあつては、１から３までに規定するもののほか、ヒバ

若しくはヒノキである旨又は保存処理を施してある旨を表示してあること。

表示の方法 １ 表示事項の項の１の(1)から(3)まで、２又は３に揚げる事項の表示は次に規定する方法により

行われていること。

樹種名

最も一般的な名称を記載すること。

等級

等級を表示する場合にあつては、曲げ性能の項の表の左欄に揚げる等級の区分を記載するこ

と。

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチメ

ートル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺及び材長の順に記載すること。ただ

し、認定寸法にあつては単位を明記して記載すること。

乾燥処理

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、次に規定するところにより記載すること。

ア 仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「ＳＤ１５」と、含水率が２０％以下

のものは「ＳＤ２０」と記載すること。

イ 未仕上げ材にあつては、含水率１５％以下のものは「Ｄ１５」と、含水率が２０％以下の

ものは「Ｄ２５」と記載すること。

保存処理

性能区分がＫ１のものにあつては 保存処理Ｋ１ と 性能区分がＫ２のものにあつては 保「 」 、 「

存処理Ｋ２」と、性能区分がＫ３のものにあつては「保存処理Ｋ３」と、性能区分がＫ４のも

のにあつては「保存処理Ｋ４」と、性能区分がＫ５のものにあつては「保存処理Ｋ５」と記載

するほか、使用した薬剤名又は薬剤の記号をもつて記載すること。

２ 表示事項の項に規定する事項は、各本ごとに見やすい箇所に明瞭にしてあること。

表示禁止事項 次に揚げる事項は、これを表示していないこと。

表示事項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵その他の表示

（測定方法）

第６条 この規格における次の表の左欄に揚げる事項の測定方法は、それぞれ同表の右欄に揚げるとおりとする。

事 項 測 定 方 法

節 節の径 １ 節の径は、その存する材面の材長方向のりよう線に平行なその節の２接線間の長さ（その節が

１又は２のりよう線によつて切られている場合には、そのりよう線と接線との距離又はその幅）

とする。

２ 径が短径の２．５倍以上ある節の径は、その実測した径の１／２とみなす。

、 。３ 連続して隣接２材面又は３材面に存するものについては 節の横断面のみを径比の対象とする

節の位置 節の心がある箇所をもつて節の位置を決定し測定する。

節径比 １ 節径比は、節の径のその存する材面の幅に対する百分率による。

２ 構造用Ⅰにおいては、木口の短辺が３６ｍｍ未満のものにあつては、広い材面の節のみを対象

とし、広い材面の両面の径比の平均を求め、その最大値を径比とする。なお、木口の短辺が３６

ｍｍ以上のものにあつては各材面に存在する径比の最大値を径比とする。

３ 構造用Ⅱにおいては、各材面に存在する径比の最大値を径比とするが、断面の形状が正方形の
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材にあつては、４材面とも広い材面の制限値を適用する。

４ 乙種構造材においては、各材面に存在する径比の最大値を径比とする。また、木口の短辺が３

６ｍｍ未満の材にあつては、狭い材面の節は制限の対象としない。

集中節径比 集中節径比は、１５ｃｍの長さの材面に存する節に係る径比の合計とする。

材縁 りよう線から材面の幅の１／４の距離までの範囲を材縁とする。

丸身 丸身の存する材面の幅に対する丸身の幅の比とする。

、 。 、貫通割れ 木 口 木口面における貫通割れの長さは 両材面における材端からの貫通割れの長さの平均とする なお

両木口にあるものについては、両木口の最長のものの長さとする。

材 面 材面における貫通割れの長さは、両材面における貫通割れの長さの平均とする。同一材面に２個以

上の貫通割れがある場合には、最も長い物の長さを測定する。

目まわり 短辺の長さに対する目まわりの深さの比とする。同一端に２個以上あるときは最も深いもの、両端

にあるときは各端における最も深いものの合計とする。

曲り 百分率は、材長方向に沿う内曲面の最大矢高の弦の長さに対する割合による。

平均年輪幅 木口面上の平均年輪幅は、年輪にほぼ垂直方向の同一直線上において年輪幅の完全なものの全ての

平均値による。

繊維走向の傾斜比 材長方向に対する繊維走向の傾斜の高さの比とする。

髄心部（アジアタパ 髄心部は、次の図に示す方法によつて、透明なプラスチックの板等に半径５０ｍｍから１００ｍｍ

インに限る ） まで５ｍｍ単位に半円を描いた器具等（以下「測定器具」という ）を用いて、木口面上の最も髄。 。

に近い年輪界の上に測定器具の半径が５０ｍｍの曲線の部分を合致させ、測定器具の半径が５０ｍ

ｍから１００ｍｍまでの曲線の間における年輪界と測定器具の曲線とを対比して測定する。

本条…一部改正〔平成１３年１１月農水告１５９６号〕

別記

(1) 保存処理試験

保存処理試験は、 に示す方法によつて行う。ただし、保存処理を施した製材の樹種及び製材に対する薬剤の浸潤の仕様①

が特定しており、 のエの(ｱ)浸潤度試験の結果に基づく資料によつて薬剤の浸潤度の判定を客観的に行うことができると登①

録格付機関、登録認定機関、登録外国格付機関又は登録外国認定機関が認めた場合（ほう素化合物系保存処理薬剤で処理さ

5060 557075859095100 80 50 6055 70 75 85 90 95 10080

年輪界 測定器具の曲線
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れたものは除く ）には、 に示す方法によることができるものとする。。 ②

① 切断により試験片を採取する場合

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき保存処理を施した製材（以下「試料材」という ）を抜き取る方法は、１荷口から次。

の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材

を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ２ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍の

１，００１以上 ２，０００以下 ３ 試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 ４

３，００１以上 ４，０００以下 ５

４，００１以上 ６，０００以下 ６

６，００１以上 ８，０００以下 ７

８，００１以上 １０，０００以下 ８

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００本以下

となるように分割する。

イ 試験片の採取

試験片は、各試料材の長さの中央部付近において、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取す

る。ただし、ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたものにあつては、各試料材から辺材部分の長さの中央部付近におい

て、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験片に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であるとき

は、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果適合するものの数が９０％以上である

ときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

(ｱ) 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、次

式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色面積

辺材部分の浸潤度（％）＝─────────────×１００

試験片の辺材部分の面積

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色面積

までの心材部分の浸潤度（％）＝──────────────── ×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の面積

試験法―1 薬剤の呈色法

試験片の切断面を保存処理薬剤ごとに次に定める方法により呈色させる。使用する薬品は、当該薬品（試薬）に日本

工業規格（以下「ＪＩＳ」という ）の規定がある場合はＪＩＳによるものとする。。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

クレオソート油による着色を確認する。

浸潤部は淡褐色に呈色する。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

１、５―ジフェニルカルボノヒドラジド０．５ｇを２―プロパノール５０ｍｌに溶解し、５０ｍｌの水を加えたも

のを塗布又は噴霧する。
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浸潤部は淡赤褐色又は赤紫色に呈色する。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ａ液（酢酸１８ｇに水を加えて１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧して約３分間放置後、Ｂ液（ブロモフェノ

ールブルー０．２ｇをアセトンに溶解して１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧する。

約５分後に浸潤部は青色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クロムアズロールＳ０．５ｇと酢酸ナトリウム５ｇとを水５００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は濃緑色に呈色する。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

Ｂに同じ。

浸潤部は青紫色に呈色する。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ジチゾン（ジフェニルチオカルバゾン）０．１ｇをクロロホルム１００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は赤色に呈色する。

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クルクミン（植物製）２ｇをエタノール（９５％）９８ｇに溶解したものを塗布し、乾燥させた後、塩酸２０ｍｌ

に水を加えて１００ｍｌとしたものにサリチル酸を飽和させた指示薬を塗布する。

浸潤部は赤色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

(ｲ) 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつて

定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定できる

場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────3

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）3

試験法―２

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれ下図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、これを

細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れソック

スレー抽出器に装着して、エタノール─ベンゼン混液（１：２ｖ／ｖ。以下同じ ）５０ｍｌで抽出流下液が無色。

透明になるまで抽出し、これを試料液とする。

5

10

5 20

（単位 ｍｍ）

20 20

5

10 10 （注）各辺の中央部から採取すること。

20

10

5
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ｂ 定量方法

試料液を、１００ｍｌのなす型フラスコにエタノール―ベンゼン混液１０ｍｌで洗いながら移し入れ、ロータ

リーエバポレーターに装着して５０℃の湯浴上で減圧しながら濃縮する。１００ｍｌのなす型フラスコの質量が

恒量になるまで濃縮した後、フラスコの外面をよく拭つて質量を測定する。

別に空試験として、試験試料と同じ樹種の無処理の木材を用いてａ及び と同様に操作して質量を測定する。 

ｃ 薬剤含有量の計算方法

ｂによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝（本試験の質量（ｍｇ）－本試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ）－（空試験の）

質量（ｍｇ）－空試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ））

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 、 、 、試験片ごとに それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ 幅５ｍｍ 長さ２０ｍｍの木片を採取し

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～

２ｇを正確に量りとり、５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、過酸化水素水（３０

％。以下同じ ）１０ｍｌと硫酸２ｍｌを添加する。これを砂浴上で徐々に加熱し、内容物を分解する。フラス。

コの内容物が約２ｍｌになつたところで、過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、木材が完全に

分解して内容物が透明な緑色になつたところで約２ｍｌになるまで濃縮した後放冷する。フラスコの内壁を水で

洗いながら内容物を１．０００ｍｌのメスフラスコに移し、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬及び検量線の作成

試薬及び検量線の作成は、工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２に規定するところによるものとする。

ｃ 定量方法

クロム化合物

Ａ、Ｂ２個のビーカーを用意し、試料液３０ｍｌ未満（Ｃｒとして０．００３～０．０５ｍｇを含む ）を。

正確に量りとり、それぞれのビーカーに入れる。Ａビーカーの試料液は水を加えて３０ｍｌとし、硫酸（１＋

１）０．５ｍｌを加えかき混ぜた後、過マンガン酸カリウム溶液（０．３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）数滴を加え。

微紅色とする。加熱して微紅色が消えたならば更に過マンガン酸カリウム溶液を滴下し、５分間煮沸しても微

紅色が残るまでこの操作を続ける。冷却後、尿素溶液（２０Ｗ／Ｖ％）１０ｍｌを加え、激しくかき混ぜなが

ら亜硝酸ナトリウム溶液（１０Ｗ／Ｖ％）を滴下して過剰の過マンガン酸を分解する。冷却後、ビーカーの内

壁を水で洗いながら５０ｍ のメスフラスコに移し入れ、液温を約１５℃にし、１，５―ジフェニルカルボノ

ヒトラジド溶液（１Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）１ｍｌを加えて直ちに振り混ぜ、更に水を標線まで加えて振り混。

ぜ、５分間放置した後１０ｍｍの吸収セルに移し、これをＡ液とする。Ｂビーカーの試料液に硫酸（１＋１）

０．５ｍｌを加え、ビーカーの内壁を水で洗いながら５０ｍｌのメスフラスコに移し入れ、１，５―ジフェニ

ルカルボノヒトラジド溶液１ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、よく振り混ぜた後吸収セルに移し、これをＢ

液とする。Ｂ液を対照液としてＡ液の吸光度を波長５４０ｎｍ付近で測定し、あらかじめ作成した検量線から

クロムの量を求め、次式によりクロム化合物の量を算出する。

１，０００

ＣｒＯ ＝Ｃｒ×１．９２３×──────────３

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｒＯ ：クロム化合物の量（ｍｇ）３

Ｃｒ ：検量線から求めたクロムの量（ｍｇ）

銅化合物

試料液中の銅の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の５２．１によつて求め、次式により銅化合物の

量を算出する。

１，０００

ＣｕＯ＝Ｃｕ×１．２５２×──────────

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｕＯ：銅化合物の量（ｍｇ）

Ｃｕ ：検量線から求めた銅の量（ｍｇ）

ひ素化合物
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試料液中のひ素の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の６１．１によつて求め、次式によりひ素化合

物の量を算出する。

１，０００

Ａｓ Ｏ ＝Ａｓ×１．５３４×──────────２ ５

試料液採取量（ｍｌ）

Ａｓ Ｏ ：ひ素化合物の量（ｍｇ）２ ５

Ａｓ ：検量線から求めたひ素の量（ｍｇ）

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値からそれぞれ次式により薬剤含有量を算出する。

１

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×──

ε

Ｐ：クロム化合物、銅化合物又はひ素化合物の量（ｍｇ）

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

Ⅰのａに同じ。ただし 「１，０００ｍｌのメスフラスコに移し、標線」とあるのは 「２５０ｍｌのメスフラ、 、

スコに移し、硫酸ナトリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）２５ｍｌを加えた後、標線」と読み替えるものとす。

る。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

標準試料原液の作成

硫酸銅（Ⅱ）五水和物０．９８３ｇ、二クロム酸カリウム１．４１５ｇ及び三酸化二ひ素０．６６０ｇを、そ

れぞれ３００ｍｌのビーカーに入れる。水２５ｍｌ、過酸化水素水１０ｍｌ、硫酸４ｍｌを加え、砂浴上で徐々

に加熱し溶解する。ビーカーの内壁を水で洗いながら内容物を５００ｍｌのメスフラスコに移し、硫酸ナトリウ

ム溶液（３Ｗ／Ｖ％）５０ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、これを標準試料原液とする。この標準試料原液の

濃度は、Ｃｒとして１㎎／ｍｌ、Ｃｕとして０．５㎎／ｍｌ、Ａｓとして１㎎／ｍｌとなる。

（注）標準試料原液は、市販の原子吸光分析用標準液を使用して調製する場合は、クロム、銅及びひ素の濃度が

２：１：２の割合となるように混合し、過酸化水素水を加えクロムを還元し、硫酸濃度が０．１４４ｍｏｌ

／Ｌ、硫酸ナトリウム濃度が０．３％となるよう調製しなければならない。

標準試料溶液の作成

標準試料原液１０ｍｌを１００ｍｌのメスフラスコに入れ、標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液（水５００ｍ

ｌ中に硫酸８ｍｌを注ぎ入れ、かき混ぜた後、硫酸ナトリウム３ｇを溶解し水で希釈して１，０００ｍｌとした

もの。以下同じ ）で希釈する。そのうちから０～１５ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、それぞれ１。

００ｍｌのメスフラスコに入れ標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液で希釈し、これを標準試料溶液とする。

ｃ 定量方法

標準試料溶液について、原子吸光光度計により、クロム、銅及びひ素それぞれの吸光度を測定する。標準試料溶

液の濃度を横軸に、吸光度を縦軸にとり、グラフ上にプロットし検量線を作成する。試料液についても、同一条件

で吸光度を測定し、検量線の直線領域により目的成分の濃度を求める。各成分ごとの燃焼炎及び測定に用いる分析

線の波長は、次の表のとおりとする。
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成分 燃焼炎 測定波長（ｎｍ）

クロム 空気－アセチレン ３５７．９又は４２９．０

銅 空気－アセチレン ３２４．８

ひ素 アルゴン－水素 １９３．７又は１９７．２

（注）１ 試料液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、検量線の範囲に

入るよう調整し測定する。

２ 測定波長は、クロム及びひ素については表中のいずれの波長を用いてもよいが、一貫して同一の波長を用いなけ

ればならない。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（㎎）＝Ｐ×────────────×ｆ×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めたクロム、銅又はひ素の濃度（㎎／ｌ）

ｆ：各化合物に換算するための係数で、それぞれ次に掲げるとおりとする。

クロム化合物：１．９２３

銅化合物 ：１．２５２

ひ素化合物 ：１．５３４

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

、 、 、 、試験片ごとに それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ 幅５ｍｍ 長さ２０ｍｍの木片を採取し

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～

２ｇを正確に量りとり、球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、塩酸―エタノール混液（塩酸（３５

％）３ｍｌにエタノールを加えて１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）５０ｍｌを加えて湯浴上で１時間煮沸す。

る。放冷後、抽出物を吸引ろ過するとともに、木粉を約３０ｍｌのエタノールで洗浄する。ろ液は１００ｍｌの

メスフラスコに移し、標線までエタノールで希釈し、これを試料液とする。

ｂ 検量線の作成

ＤＤＡＣ標準液（０ ．１ｍｇ／ｍｌ：ＤＤＡＣ０．１ｇを正確に量りとり、１，０００ｍｌのメスフラスコ

に入れ、標線まで水で希釈したもの）０～４ｍｌを段階的にビーカーに量りとり、それぞれについて塩酸―エタ

ノール混液２ｍｌを加えた後、水を加えて約４０ｍｌとし、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液（水酸化ナトリ

ウム４ｇを水に溶解して１００ｍｌとしたもの）数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙によるｐＨを約３．５とし、こ

れを検量線用標準液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衡液（０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸水溶液と０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸ナトリウム水溶液を
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１６：１で混合したもの。以下同じ ）１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液（０．１（Ｗ／Ｖ）％：オレンジⅡ（ｐ―β。

―ナフトール・アゾベンゼンスルフォン酸）０．１ｇを水に溶解し、１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）３ｍ。

ｌ、塩化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、検量線用標準液を加え

る。約５分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部を

とり、少量の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長４８５ｎｍにおける吸光度を測定して検量線を作成

する。

ｃ 定量方法

ａで調製した試料液のうちから、ＤＤＡＣとして０．４㎎以下を含む量を正確に量りとり、１００ｍｌのビー

カーに入れ、水を加えて約４０ｍｌとした後、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液数滴を加えて、万能ｐＨ試験

紙によるｐＨを約３．５とし、これを試験液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衝液１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液３ｍｌ、塩化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２

０ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、試験液を加える。約５分間振とう後、約３０分間静置してクロロホ

、 、 （ ） 、ルム層と水層の分離を待つた後 クロロホルム層の一部をとり 少量の硫酸ナトリウム 無水 を加えて脱水し

波長４８５ｎｍにおける吸光度を測定し、検量線からＤＤＡＣの量を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────

試料液の採取量（ｍｌ）

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

Ｎ―アルキルベンジルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＢＫＣ」という ）Ｃのａに同じ。 。

ｂ 検量線の作成

銅化合物

原子吸光分析用の銅標準液（１，０００ｐｐｍ）５ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ、過酸化水素水１ｍ

ｌ、硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱す 放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフ

ラスコに水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線

用標準原液とする。この検量線用標準原液０～１５ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫

酸―硫酸ナトリウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波

長３２４．８ｎｍにおける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ＤＤＡＣ

Ｃのｂに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｂに同じ。ただし、標準液としてＢＫＣを用いるものとする。

ｃ 定量方法

銅化合物

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計により

ｂの と同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から銅の濃度を求める。

ＤＤＡＣ

Ｃのｃに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｃに同じ。ただし 「ＤＤＡＣ」とあるのは 「ＢＫＣ」と読み替えるものとする。、 、

ｄ 薬剤含有量の計算方法

銅化合物
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ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────×１．２５２×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

ＤＤＡＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ× ───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

ＢＫＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＢＫＣの量（ｍｇ）

ε：各成分で定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＡＣＱ１ ＡＣＱ２

銅化合物 ０．５５８ ０．６６７

ＤＤＡＣ － ０．３３３

ＢＫＣ ０．４４２ －

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

Ｄのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

Ｄのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

原子吸光分析用の亜鉛標準液（１，０００ｐｐｍ）２ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ、過酸化水素水１ｍ

ｌ、硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱する。放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフ

ラスコに水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用

標準原液とする。この検量線用標準原液０～１０ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―

硫酸ナトリウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長２１
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３．９ｎｍにおける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ｃ 定量方法

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂ

と同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から亜鉛の濃度を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた亜鉛の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ クルクミン法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面（表面又は裏面のいずれか一方のみが辺材である場合にあつては、その面。以

下同じ ）から１㎜の深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片を細かく砕いて全乾。

にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に量り、るつぼ又は蒸発

皿にとり、炭酸ナトリウム溶液（１Ｗ／Ｖ％。無水炭酸ナトリウム１０ｇを水に溶解して全量を１，０００ｍ

ｌにしたものをいう。以下同じ ）を加えてアルカリ性として、水浴上でその混合物を乾燥させる。次にマッ。

フル炉を用いてできるだけ低い温度でゆつくり灰化させ、次第に温度を上げて暗い赤熱状態（約５８０℃）に

達せしめ、それ以上の温度にならないようにする。放冷後、灰分を塩酸（１＋９）で酸性とした後、１００ｍ

ｌのメスフラスコに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

クルクミン溶液

クルクミン（植物製）０．１ｇをエタノール４００ｍｌに溶解する。

しゆう酸アセトン溶液

しゆう酸５０ｇをアセトン５００ｍｌに溶解し、ろ過する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．５ｇを正確に量りとり、水に溶解して１，０００

ｍｌのメスフラスコに移し入れ標線まで希釈して、これをほう酸標準原液とする。使用時にこの原液を水で

５０倍に希釈してほう酸標準溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～４ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、ｄの定量方法と同様に操作してほう酸の

量と吸光度との関係線を作成して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液１ｍｌを正確に量りとり、内径５ｃｍのるつぼに入れ、１％炭酸ナトリウム溶液を加えてアルカリ性

とした後、水浴上で蒸発乾固させる。次に、残留物を放冷した後、塩酸（１＋４）１ｍｌ、しゆう酸アセトン

溶液５ｍｌ及びクルクミン溶液２ｍｌを加えて、５５±２℃の水浴上で２時間３０分加熱する。これを放冷し

た後、残留物にアセトン２０～３０ｍｌを加えて溶出し、ろ過しながら１００ｍｌのメスフラスコに入れる。

アセトンで容器及び残留物を数回洗い、洗液を合わせて標線までアセトンで希釈し、試験溶液とする。試験溶

液の一部を吸収セルに移し、空試験液を対照液として波長５４０ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作

成した検量線からほう酸の量を求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、アセトンで一定量

に希釈し、検量線の範囲内に入るように調整して測定する。

ｅ 薬剤含有量の計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

Ⅱ カルミン酸法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面から１ｍｍの深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木
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片を細かく砕いて全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に

量り、石英ガラス製又は無ほう酸ガラス製の２００～５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラス

コにとり、過酸化水素水１５ｍｌ、硫酸２ｍｌ及びりん酸２ｍｌを添加する。次に、これを砂浴上で徐々に加

、 、 。 、熱し 内容物を分解し 内容物が黒色になつたところで過酸化水素水５ｍｌを追加する この操作を繰り返し

試料が完全に分解して内容物が透明になり、硫酸白煙が発生するまで濃縮した後、放冷する。

その後、丸底フラスコの中の内容物を２００ｍｌのメスフラスコに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを

試料液とする。

ｂ 試薬の作成

カルミン酸溶液

カルミン酸２５ｍｇを硫酸に溶解して、全量を１００ｍｌとする。

硫酸第１鉄溶液

硫酸第１鉄５ｇを０．５ｍｏｌ／Ｌ硫酸１００ｍｌに溶解する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．２５ｇを量りとり、１００ｍｌのメスフラスコに

入れ標線まで水で希釈して、これをほう酸標準原液とす 使用時にこの原液を水で５０倍に希釈してほう酸

標準溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～２ｍｌを、段階的に、正確に量りながら、２５ｍｌのメスフラスコにとり、それぞれの

全量が２ｍｌになるよう水を加えた後、ｄの定量方法と同じく操作して、ほう酸の濃度と吸光度との関係線を

作成して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液２ｍｌを２５ｍｌのメスフラスコにとり、塩酸３滴、硫酸第１鉄溶液３滴及び硫酸１０ｍｌを加えて

混合し、メスフラスコに共栓を付し水冷した後、カルミン酸溶液１０ｍｌを加えて混合する。次に、これを再

び水冷し、標線まで硫酸で希釈し、４５分間室温で放置して、試験溶液とする。試験溶液の一部を吸収セルに

移し、空試験液を対照液として波長６００ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線からほう

酸の量を求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸で一定量に希釈し、検量線の範囲内

に入るように調整して測定する。

ｅ 計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

生長錐により試験片を採取する場合②

ア 試験試料の採取

試料材を抜き取る方法は、１荷口から次の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ８ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍

１，００１以上 ２，０００以下 １２ の試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 １６

３，００１以上 ４，０００以下 ２０

４，００１以上 ６，０００以下 ２４

６，００１以上 ８，０００以下 ２８

８，００１以上 １０，０００以下 ３２

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００

本以下となるように分割する。

イ 試験片の採取
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各試料材の長さ及び幅の中央部付近で、インサイジング又は割れ等の欠点の影響が最も少ない部分において、材面に向

かつて直角に内径４．５±０．０３ｍｍの生長錐を用いて、次の表の左欄に掲げる試験片を採取する部分の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる長さの試験片を採取するものとする。

試験片を採取する部分の区分 試験片を採取する長さ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍ以内の部分に存在するもの 材の表面から１０ｍｍ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍを超え１５ｍｍ以内の部分に 材の表面から１５ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ１５ｍｍを超え２０ｍｍ以内の部分に 材の表面から２０ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ２０ｍｍを超えた部分に存在するもの 材の表面から心材に達するまで

心材が存在しないもの 材の表面から材の厚さの１／２

ウ 試験結果の判定

①のウに同じ。

エ 試験の方法

（ｱ） 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、

次式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色長（ｍｍ）

辺材部分の浸潤度（％）＝───────────────―×１００

試験片の辺材部分の長さ（ｍｍ）

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色長（ｍｍ）

までの心材部分の浸潤度（％）＝────────────────×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の長さ（ｍｍ）

試験法―１ 薬剤の呈色法

①のエの（ｱ）の試験法―１に同じ。

（ｲ） 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつ

て定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定で

きる場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────３

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）３

試験法―２ 薬剤の定量法

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。そ

の荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れ、以下①のエの試験法―２のＡのａと同様に操作する。

ｂ 定量方法
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①のエの試験法―２のＡのｂに同じ。

ｃ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＡのｃに同じ。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの試

験法―２のＢのⅠのａと同様に操作する。

ｂ 試薬及び検量線の作成

①のエの試験法―２のＢのⅠのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｄに同じ。

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの試

験法―２のＢのⅡのａと同様に操作する。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

①のエの試験法―２のＢのⅡのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｄに同じ。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。そ

の荷口の全試料を合わせて球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、以下①のエの試験法―２のＣのａと同

様に操作する。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＣのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＣのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＣのｄに同じ。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法
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①のエの試験法―２のＤのｄに同じ。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＥのｄに同じ。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＦのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＦのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＦのｄに同じ。

(2) 含水率試験

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき製材は、１荷口から５枚又は５本を任意に抜き取るものとする。ただし、再試験を行

う場合は、１荷口から１０枚又は１０本を抜き取るものとする。

イ 試験片の採取

アで採取した試験試料からそれぞれ２個ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であると

きは、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果、適合するものの数が９０％以上

であるときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

試験片の質量を測定し、これを乾燥器中で１００℃から１０５℃で乾燥し、恒量に達したと認められるときの質量（以

下「全乾質量」という ）を測定し、含水率を求める。ただし、これ以外の方法によつて、試験片の適合基準を満足するか。

どうか明らかに判定できる場合は、その方法によることができる。

（注）含水率は、次式によつて算出する。

１ ２Ｗ －Ｗ

含水率（％）＝―――――― ×１００

２Ｗ

Ｗ ：乾燥前の質量（ｇ）１

Ｗ ：全乾質量（ｇ）２

(3) 曲げ性率試験

ア 試験試料の採取

試験試料は、１荷口から５枚又は５本を任意に抜き取るものとする。ただし、再試験を行う場合には、１荷口から１０

枚又は１０本を抜き取るものとする。

イ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験試料のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験試料

に係る荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満で

あるときは、その荷口について改めて試験に要する試験試料を採取して再試験を行い、その結果適合するものの数が９０

％以上であるときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

ウ 試験の方法
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次の図に示す方法によつて、適当な初期荷重を加えたときと最終荷重を加えたときとのたわみの差を測定し、曲げヤン

グ係数を求める。ただし、次の図に示す方法以外の方法によつて、基準に適合するかどうか明らかに判定できる場合には

その方法によることができる。

P/2 P/2

荷重点

支点 ｂ

ｈ

ダイヤルゲージ

Ｌ／３ Ｌ／３ Ｌ／３

Ｌ／２ Ｌ／２

：材長Ｌ

ＬＬ≧３／４

（注）曲げヤング係数は、次の式によつて算出する。ただし、スパンは試験試料の材長の３／４以上とする。

なお、スパンの試験試料の木口の短辺に対する比が１８以上のものにあつては、その算出した数値に次の表の左欄に揚げ

るスパンの試験試料の木口の短辺に対する比の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に揚げる係数を乗じて得た数値をその曲げ

ヤング係数とする。

23 L ΔＰ3

Ｅ＝

108 ｂｈ Δｙ3

Ｅ：曲げヤング係数（MPa 又はN/mm ）2

Ｌ：スパン(mm)

ｂ：木口の長辺 (mm)

ｈ：木口の短辺 (mm)

Ｐ：荷重 (N)

ΔＰ：初期荷重と最終荷重との差 (N)

Δｙ：ΔＰに対応するたわみ (mm)
スパンの試験試料の

木口の短辺に対する

比

係　　数

18 1.000

21 0.988

24 0.981

27 0.975

30 0.972

33 0.969

36 0.967

39 0.965

42 0.964

45 0.963

48 0.962

51 0.961

54 0.961

57 0.960

60 0.960
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本別記…一部改正〔平成６年１１月農水告１６２７号・９年９月１３８１号・１３年１１月１５９６号〕

附則〔平成６年１１月３０日農林水省告示第１６２７号〕

１ この告示は、平成７年４月１日から施行する。

２ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の規定により格付を行う針葉樹の構造用製材の格付については、平成

７年５月３１日までは、なお従前の例によることができる。

前文〔抄 〔平成９年９月３日農林水告示第１３８１号〕〕

平成９年１０月３日から施行する。

附則〔平成１３年１１月３０日農林水省告示第１５９6号〕

１ この告示は、平成１４年３月１日から施行する。

２ 農林物資の規格及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成１１年法律第１０８号）附則第４条第１項

又は第３項の規定によりなお効力を有するものとされる同法による改正前の農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する

法律第１４条第３項又は第１９条の３第１項に規定する製造業者又は外国製造業者の製造する農林物資について、この告示の

施行前にこの告示による改正前の針葉樹の構造用製材の日本農林規格に適合するかどうかの判定を行つた独立行政法人農林水

産消費技術センター又は登録格付機関が、当該判定の結果に基づいて当該製造業者又は外国製造業者に当該農林物資又はその

包装に格付の表示を付させる場合には、なお従前の例による。

３ この告示の施行前に格付の表示が付さた針葉樹の製造用製材については、なお従前の例による。
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針葉樹の造作用製材の日本農林規格
（平成８年７月１１日農林省告示第１０８４号）

（最終改正：平成１３年１１月３０日農林省告示第１５９７号）

（適用の範囲）

第１条 この規格は、針葉樹の造作用製材（敷居、鴨居、外壁その他の建築物の造作に使用する製材をいう。以下同じ）に適用

する。

（定義）

第２条 この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。

用 語 定 義

造 作 類 壁板類以外の造作用製材をいう。

壁 板 類 建築物の内外壁用板に使用する造作用製材をいう。

仕 上 げ 材 乾燥後、修正挽き又は材面調整を行い、寸法仕上げをした造作用製材をいう。

未 仕 上 げ 材 乾燥後、寸法仕上げをしない造作用製材をいう。

材 面 板類については面積の大きい２平面、角類については木口を除く４平面をいう。

（材種の区分）

第３条 造作用製材の材種は、木口の短辺及び木口の長辺により次のように区分する。

板類

木口の短辺が７５ｍｍ満で木口の長辺が木口の短辺の４倍以上のもの

角類

板類以外のもの

（寸法）

第４条 造作用製材の寸法は、木口の短辺、木口の長辺及び材長により区分する。

２ 造作用製材の木口の短辺は、材の最小横断面における辺の欠を補つた方形の短い辺とし、造作用製材の木口の長辺は、その

方形の長い辺とする。ただし、最小横断面における辺の欠を補つた断面の形状が正方形のものにあつては、１辺をもつて木口

の短辺及び木口の長辺とする。

３ 造作用製材の材長は、両木口を結ぶ最短直線の長さとする。ただし、延びに係る部分を除く。

４ 造作類の標準寸法は別表１、壁板類の標準寸法は別表２のとおりとする。

（規格）

第５条 造作用製材の規格は、次のとおりとする。

造作類

区 分 基 準

品 材面の品質 次項 に規定するところによる。

質 含水率 乾燥材（含水率１８％以下のものをいう。以下この表において同じ ）の表示を するものにあつ。

ては、別記の の含水率試験の結果、同一試験試料から採取した試験片の含水率の平均値が次の表

の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄の掲げる数値以下であること。

区 分 基 準
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ＳＤ１５と表示するもの １５％

仕上げ材

ＳＤ１８と表示するもの １８％

Ｄ１５と表示するもの １５％

未仕上げ材

Ｄ１８と表示するもの １８％

寸法 表示された寸法と測定した寸法との差が、次の表の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右

欄に掲げる数値以下であること。

（単位 ｍｍ）

区 分 基 準

木口 ７５未満 ＋１．０ －０

の短 仕上げ材

辺及 ７５以上 ＋１．５ －０

び木

口の ７５未満 ＋２．０ －０

長辺 未仕上げ材

７５以上 ＋３．０ －０

未乾燥材 ＋制限なし －０

材 長 ＋制限なし －０

表 表 示 事 項 １ 次に揚げる事項が表示してあること。

樹種名

示 等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又

は販売業者を表す文字

２ 乾燥材である旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表示

記号を表示してあること。

、 、 。３ 束に表示する場合にあつては １及び２に規定するもののほか 入り数を表示してあること

表 示 の 方 法 １ 表示事項の項の１の から まで及び２に掲げる事項の表示は、次に規定する方法により行 

われていること。

樹種名

最も一般的な名称をもつて記載すること。

等級

ア 板類にあつては、次項 の表の右欄に掲げる等級に応じ、それぞれ「無節 「上小節」 」、

又は「小節」と記載すること。

イ 角類にあつては、次項 の表の右欄に掲げる等級及び当該等級の基準以上の欠点が存在

しない材面数に応じ、それぞれ「四方無節 「三方無節 「二方無節」若しくは「一方無」、 」、

節 「四方上小節 「三方上小節 「二方上小節」若しくは「一方上小節」又は「小節」」、 」、 」、

と記載すること。ただし 「四方」にあつては「□」と 「三方」にあつては「 」と 「二、 、 、
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方」にあつては「Ｌ又はll」と 「一方」にあつては「＿」と記載することができる。、

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチ

メートル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺及び材長の順に記載すること。

乾燥材

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、次に規定するところにより記載すること。

ア 仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「ＳＤ１５」と、含水率が１８％以

下のものは「ＳＤ１８」と記載すること。

イ 未仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「Ｄ１５」と、含水率が１８％以

下のものは「Ｄ１８」と記載すること。

２ 表示事項の項に規定する事項の表示は、各本、各枚又は各束ごとに見やすい箇所に明瞭にし

てあること。

表示禁止事項 次に掲げる事項は、これを表示していないこと。

表示事項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵、その他の表示

壁板類

区 分 基 準

品 材面の品質 次項 に規定するところによる。

質

インサイジング インサイジングは欠点とみなさない。ただし、その仕様は造作用製材の曲げ強さ及び曲げヤング係

数の低下がおおむね１割を超えない範囲内とする。

保存処理 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、次の基準に適合していること。

次のアからキまでのいずれかの薬剤で保存処理が行われていること。

ア クレオソート油保存処理薬剤

イ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤

ウ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

エ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

オ ナフテン酸銅系保存処理薬剤

カ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤

キ ほう素化合物系保存処理薬剤

別記の の①のエの の浸潤度試験の結果、辺材部分及び心材部分の浸潤度（試験片の切  

断面が辺材部分のみ又は心材部分のみからなる場合については、当該辺材部分又は心材部分

の浸潤度）が、次の表の左欄に掲げる性能区分及び中欄に掲げる樹種区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に掲げる基準に適合していること。

性能 樹種区分 基準

区分

Ｋ１ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が９０％以上

Ｋ２ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材１

樹種 部分の浸潤度が２０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材２

樹種 部分の浸潤度が８０％以上
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Ｋ３ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材

部分の浸潤度が８０％以上

Ｋ４ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材１

樹種 部分の浸潤度が８０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９２

樹種 ０ｍｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度

が８０％以上

Ｋ５ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９

０ｍｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度

が８０％以上

（注）１ 耐久性Ｄ の樹種は、ヒノキ、ヒバ、スギ、カラマツ、ベイヒ、ベイスギ、ベイヒバ、１

ベイマツ、ダフリカカラマツその他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

２ 耐久性Ｄ の樹種は、アカマツ、クロマツ、トドマツ、エゾマツ、モミ、ツガ、ベイモ２

ミ、ベイツガ、ラジアタパイン、ベニマツ、スプルース、ロッジポールパイン、アガチス

その他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

(3) 別記の の①エの の吸収量試験の結果、薬剤の吸収量が次の表の左欄に掲げる性能区分 

及び中欄に掲げる使用した薬剤の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる基準に適合して

いること。

性能 使用した薬剤 基準

区分

Ｋ１ ほう素化合物 ほう酸として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ２ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として１．８ｋｇ／ｍ 以上９．０ｋｇ／３

化合物 ｍ 以下３

アルキルアンモニ ジデシルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＤＤＡＣ」と

ウム化合物 いう ）として２．３ｋｇ／ｍ 以上。 ３

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として１．３ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．４ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として０．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ３ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として３．５ｋｇ／ｍ 以上１０．５ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして４．５ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物
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銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として２．６ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として１．６ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として２．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ４ クレオソート油 クレオソート油として８０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として６．０ｋｇ／ｍ 以上１８．０ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして９．０ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として５．２ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として３．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として４．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ５ クレオソート油 クレオソート油として１７０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として７．５ｋｇ／ｍ 以上２２．５ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

含水率 乾燥材（含水率２０％以下のものをいう。以下この表において同じ ）の表示をするものにあつ。

ては、別記の の含水率試験の結果、同一試験試料から採取した 試験片の含水率の平均値が次の

表の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄の掲げる数値以下であること。

区 分 基 準

ＳＤ１５と表示するもの １５％

仕上げ材

ＳＤ２０と表示するもの ２０％

Ｄ１５と表示するもの １５％

未仕上げ材

Ｄ２０と表示するもの ２０％

寸法 の表の寸法の項に同じ。
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表 表 示 事 項 １ 次に掲げる事項が表示してあること。

樹種名

示 等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又

は販売業者を表す文字

２ 乾燥材である旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表示

記号を表示してあること。

３ 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、性

能区分及び使用した薬剤を表示してあること。

４ 束に表示する場合にあつては、１から３までに規定するもののほか、入り数を表示してある

こと。

表 示 の 方 法 １ 表示事項の項の１の から まで、２及び３に掲げる事項の表示は、次に規定する方法によ 

り行われていること。

樹種名

最も一般的な名称をもつて記載すること。

等級

次項 の表の右欄に掲げる等級に応じ、それぞれ「無節 「上小節」又は「小節」と記載 」、

すること。

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチ

メートル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺及び材長の順に記載すること。

乾燥材

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、次に規定するところにより記載すること。

ア 仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「ＳＤ１５」と、含水率が２０％以

下のものは「ＳＤ２０」と記載すること。

イ 未仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「Ｄ１５」と、含水率が２０％以

下のものは「Ｄ２０」と記載すること。

保存処理

性能区分がＫ１のものにあつては「保存処理Ｋ１」と、性能区分がＫ２のものにあつては

「保存処理Ｋ２」と、性能区分がＫ３のものにあつては「保存処理Ｋ３」と、性能区分がＫ

「 」 、 「 」４のものにあつては 保存処理Ｋ４ と 性能区分がＫ５のものにあつては 保存処理Ｋ５

と記載するほか、使用した薬剤を次の表に掲げる薬剤名又は薬剤の記号をもつて記載するこ

と。

薬剤名 薬剤の記号

ほう素化合物 Ｂ

クロム・銅・ひ素化合物 ＣＣＡ

アルキルアンモニウム化合物 ＡＡＣ

銅・アルキルアンモニウム化合物 ＡＣＱ

ナフテン酸銅 ＮＣＵ

ナフテン酸亜鉛 ＮＺＮ
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クレオソート油 Ａ

２

、 。表示事項の項に規定する事項の表示は 各枚又は各束ごとに見やすい箇所に明瞭にしてあること

表示禁止事項 次に掲げる事項は、これを表示していないこと。

表示事項の項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵その他の表示

２ 前項の材面の品質の基準は、次のとおりとする。

造作類

区 分 基 準

無節 上小節 小節

節 ないこと。 長径が１０ｍｍ（生き節以外 長径が２０ｍｍ（生き節 以

、 ）の節にあつては、５ｍｍ）以下 外の節にあつては １０ｍｍ

で、かつ材長が２ｍ未満のもの 以下で、かつ材長が２ｍ未満

にあつては３個以内、材長が２ のものにあつては５個以内、

ｍ以上のものにあつては４個 材長が２ｍ以上のものにあつ

（木口の長辺が２１０ｍｍ以上 ては６個（木口の長辺が２１

のものにあつては６個）以内で ０ｍｍ以上のものにあつては

あること。 ８個）以内であること。

丸身 ないこと。 同左 同左

腐朽、虫穴及び髄心 ないこと。 同左 同左

貫通割 木 口 木口の長辺の寸法以下であ 同左 同左

れ ること。

割

材 面 ないこと。 同左 同左

れ 材面の短小割れ 割れの長さの合計が材長の 割れの長さの合計が材長の１ 同左

５％以下であること。 ０％以下であること。

木口の短辺及び木 ０．５％以下であること。 １．０％以下であること。 同左

口の長辺が７５ｍ

曲 ｍ以下のもの又は

木口の長辺が７５

、 、ｍｍを超え かつ

り 木口の短辺が３０

ｍｍ以下のもの

上記以外の寸法の ０．２％以下であること。 ０．４％以下であること。 同左

もの

そり（幅ぞりを含む ） 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。。

又はねじれ
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欠け、きず、穴、入り ないこと。 極めて軽微であること。 軽微であること。

皮及びやにつぼ

変色、あて、かびその 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

他の欠点

（注）この基準の判定は、板類にあつては良面（欠点の程度の小さい材面をいう。以下同じ ）について、角類にあつては１材。

面ごとに行う。

壁板類

基 準

区 分

無節 上小節 小節

節 長径が２０ｍｍ以下である 長径が２０ｍｍを超え、かないこと。

こ と。 つ長径が木口の長辺の７０

％以下であること。

丸身 ない 同左 同左こと。

腐朽、虫穴、穴、欠け、き ない 極めて軽微であること。 軽微であること。こと。

ず、入り皮及びやにつぼ

髄心 ない 同左 同左こと。

貫通割れ ないこと。 極めて軽微であること。 軽微であること。

曲り ０．５％以下であること。 １．０％以下であること。 同左

そり又はねじれ 軽微であること。 顕著でないこと。 同左

あて及びその他の欠点 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

（注）この基準の判定は、良面について行う。

１項…一部改正〔平成１３年１１月農水告１５９７号〕

（測定方法）

第６条 前条の規格における次の表の左欄に掲げる事項の測定方法は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。ただし、延

びに係る部分は、これを除いて測定する。

事 項 測 定 方 法

節 １ 節ばかまを除いた部分における最大の長径（以下「長径」という ）による。。

２ 長径が限度の１／２以下のものの数は、２個（限度の１／４以下のものにあつては、４個

又はその端数）を１個とみなす。

木口面における貫通割れの長さは、両材面における材端からの貫通割れの長さの平均とする。木口の貫通割れ

なお、両木口に貫通割れがある場合には、各木口の最長のものの長さの合計とする。

材面の短小割れ 材面の短小割れの長さは、その長さとする。
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曲り 百分率は、材長方向に沿う内曲面の最大矢高の弦の長さに対する割合による。

別記 （第５条関係）

(1) 保存処理試験

保存処理試験は、 に示す方法によつて行う。ただし、保存処理を施した製材の樹種及び製材に対する薬剤の浸潤の仕様①

が特定しており、 のエの(ｱ)浸潤度試験の結果に基づく資料によつて薬剤の浸潤度の判定を客観的に行うことができると登①

録格付機関、登録認定機関、登録外国格付機関又は登録外国認定機関が認めた場合（ほう素化合物系保存処理薬剤で処理さ

れたものは除く ）には、 に示す方法によることができるものとする。。 ②

① 切断により試験片を採取する場合

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき保存処理を施した製材（以下「試料材」という ）を抜き取る方法は、１荷口から次。

の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材

を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ２ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍の

１，００１以上 ２，０００以下 ３ 試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 ４

３，００１以上 ４，０００以下 ５

４，００１以上 ６，０００以下 ６

６，００１以上 ８，０００以下 ７

８，００１以上 １０，０００以下 ８

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００本以

下となるように分割する。

イ 試験片の採取

試験片は、各試料材の長さの中央部付近において、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取す

る。ただし、ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたものにあつては、各試料材から辺材部分の長さの中央部付近におい

て、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験片に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であるとき

は、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果適合するものの数が９０％以上である

ときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

(ｱ) 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、次

式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色面積

辺材部分の浸潤度（％）＝─────────────×１００

試験片の辺材部分の面積

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色面積

までの心材部分の浸潤度（％）＝──────────────── ×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の面積

試験法―1 薬剤の呈色法



- 10 -

試験片の切断面を保存処理薬剤ごとに次に定める方法により呈色させる。使用する薬品は、当該薬品（試薬）に日

本工業規格（以下「ＪＩＳ」という ）の規定がある場合はＪＩＳによるものとする。。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

クレオソート油による着色を確認する。

浸潤部は淡褐色に呈色する。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

１、５―ジフェニルカルボノヒドラジド０．５ｇを２―プロパノール５０ｍｌに溶解し、５０ｍｌの水を加えた

ものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は淡赤褐色又は赤紫色に呈色する。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ａ液（酢酸１８ｇに水を加えて１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧して約３分間放置後、Ｂ液（ブロモフェ

ノールブルー０．２ｇをアセトンに溶解して１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧する。

約５分後に浸潤部は青色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クロムアズロールＳ０．５ｇと酢酸ナトリウム５ｇとを水５００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は濃緑色に呈色する。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

Ｂに同じ。

浸潤部は青紫色に呈色する。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

（ ） ． 。ジチゾン ジフェニルチオカルバゾン ０ １ｇをクロロホルム１００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する

浸潤部は赤色に呈色する。

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クルクミン（植物製）２ｇをエタノール（９５％）９８ｇに溶解したものを塗布し、乾燥させた後、塩酸２０ｍ

ｌに水を加えて１００ｍｌとしたものにサリチル酸を飽和させた指示薬を塗布する。

浸潤部は赤色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

(ｲ) 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつて

定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定できる

場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────3

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）3

試験法―２ 薬剤の定量法

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれ下図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、これを

細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れソック

スレー抽出器に装着して、エタノール─ベンゼン混液（１：２ｖ／ｖ。以下同じ ）５０ｍｌで抽出流下液が無色。

透明になるまで抽出し、これを試料液とする。

5

10

5 20

（単位 ｍｍ）
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20 20

5

10 10 （注）各辺の中央部から採取すること。

20

10

5

ｂ 定量方法

試料液を、１００ｍｌのなす型フラスコにエタノール―ベンゼン混液１０ｍｌで洗いながら移し入れ、ロータ

リーエバポレーターに装着して５０℃の湯浴上で減圧しながら濃縮する。

１００ｍｌのなす型フラスコの質量が恒量になるまで濃縮した後、フラスコの外面をよく拭つて質量を測定す

る。

別に空試験として、試験試料と同じ樹種の無処理の木材を用いてａ及び と同様に操作して質量を測定する。 

ｃ 薬剤含有量の計算方法

ｂによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝（本試験の質量（ｍｇ）－本試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ）－（空試験の）

質量（ｍｇ）－空試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ））

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 、 、 、試験片ごとに それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ 幅５ｍｍ 長さ２０ｍｍの木片を採取し

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～

２ｇを正確に量りとり、５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、過酸化水素水（３０

％。以下同じ ）１０ｍｌと硫酸２ｍｌを添加する。これを砂浴上で徐々に加熱し、内容物を分解する。フラス。

コの内容物が約２ｍｌになつたところで、過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、木材が完全に

分解して内容物が透明な緑色になつたところで約２ｍｌになるまで濃縮した後放冷する。フラスコの内壁を水で

洗いながら内容物を１．０００ｍｌのメスフラスコに移し、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬及び検量線の作成

試薬及び検量線の作成は、工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２に規定するところによるものとする。

ｃ 定量方法

クロム化合物

Ａ、Ｂ２個のビーカーを用意し、試料液３０ｍｌ未満（Ｃｒとして０．００３～０．０５ｍｇを含む ）を。

正確に量りとり、それぞれのビーカーに入れる。Ａビーカーの試料液は水を加えて３０ｍｌとし、硫酸（１＋

１）０．５ｍｌを加えかき混ぜた後、過マンガン酸カリウム溶液（０．３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）数滴を加え。

微紅色とする。加熱して微紅色が消えたならば更に過マンガン酸カリウム溶液を滴下し、５分間煮沸しても微

紅色が残るまでこの操作を続ける。冷却後、尿素溶液（２０Ｗ／Ｖ％）１０ｍｌを加え、激しくかき混ぜなが

ら亜硝酸ナトリウム溶液（１０Ｗ／Ｖ％）を滴下して過剰の過マンガン酸を分解する。冷却後、ビーカーの内

壁を水で洗いながら５０ｍ のメスフラスコに移し入れ、液温を約１５℃にし、１，５―ジフェニルカルボノ

ヒトラジド溶液（１Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）１ｍｌを加えて直ちに振り混ぜ、更に水を標線まで加えて振り混。

ぜ、５分間放置した後１０ｍｍの吸収セルに移し、これをＡ液とする。Ｂビーカーの試料液に硫酸（１＋１）

０．５ｍｌを加え、ビーカーの内壁を水で洗いながら５０ｍｌのメスフラスコに移し入れ、１，５―ジフェニ

ルカルボノヒトラジド溶液１ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、よく振り混ぜた後吸収セルに移し、これをＢ

液とする。Ｂ液を対照液としてＡ液の吸光度を波長５４０ｎｍ付近で測定し、あらかじめ作成した検量線から

クロムの量を求め、次式によりクロム化合物の量を算出する。

１，０００

ＣｒＯ ＝Ｃｒ×１．９２３×──────────３

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｒＯ ：クロム化合物の量（ｍｇ）３

Ｃｒ ：検量線から求めたクロムの量（ｍｇ）
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銅化合物

試料液中の銅の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の５２．１によつて求め、次式により銅化合物

の量を算出する。

１，０００

ＣｕＯ＝Ｃｕ×１．２５２×──────────

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｕＯ：銅化合物の量（ｍｇ）

Ｃｕ ：検量線から求めた銅の量（ｍｇ）

ひ素化合物

試料液中のひ素の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の６１．１によつて求め、次式によりひ素化

合物の量を算出する。

１，０００

Ａｓ Ｏ ＝Ａｓ×１．５３４×──────────２ ５

試料液採取量（ｍｌ）

Ａｓ Ｏ ：ひ素化合物の量（ｍｇ）２ ５

Ａｓ ：検量線から求めたひ素の量（ｍｇ）

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値からそれぞれ次式により薬剤含有量を算出する。

１

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×──

ε

Ｐ：クロム化合物、銅化合物又はひ素化合物の量（ｍｇ）

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

Ⅰのａに同じ。ただし 「１，０００ｍｌのメスフラスコに移し」とあるのは 「２５０ｍｌのメスフラスコに、 、

移し、硫酸ナトリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）２５ｍｌを加えた後」と読み替えるものとする。。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

標準試料原液の作成

硫酸銅（Ⅱ）五水和物０．９８３ｇ、二クロム酸カリウム１．４１５ｇ及び三酸化二ひ素０．６６０ｇを、

それぞれ３００ｍｌのビーカーに入れる。水２５ｍｌ、過酸化水素水１０ｍｌ、硫酸４ｍｌを加え、砂浴上で

徐々に加熱し溶解する。ビーカーの内壁を水で洗いながら内容物を５００ｍｌのメスフラスコに移し、硫酸ナ

トリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％）５０ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、これを標準試料原液とする。この標準試

料原液の濃度は、Ｃｒとして１㎎／ｍｌ、Ｃｕとして０．５㎎／ｍｌ、Ａｓとして１㎎／ｍｌとなる。

（注）標準試料原液は、市販の原子吸光分析用標準液を使用して調製する場合は、クロム、銅及びひ素の濃度

が２：１：２の割合となるように混合し、過酸化水素水を加えクロムを還元し、硫酸濃度が０．１４４ｍ

ｏｌ／Ｌ、硫酸ナトリウム濃度が０．３％となるよう調製しなければならない。

標準試料溶液の作成

標準試料原液１０ｍｌを１００ｍｌのメスフラスコに入れ、標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液（水５００

ｍｌ中に硫酸８ｍｌを注ぎ入れ、かき混ぜた後、硫酸ナトリウム３ｇを溶解し水で希釈して１，０００ｍｌと
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したもの。以下同じ ）で希釈する。そのうちから０～１５ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、それぞ。

、 。れ１００ｍｌのメスフラスコに入れ標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液で希釈し これを標準試料溶液とする

ｃ 定量方法

標準試料溶液について、原子吸光光度計により、クロム、銅及びひ素それぞれの吸光度を測定する。標準試料

溶液の濃度を横軸に、吸光度を縦軸にとり、グラフ上にプロットし検量線を作成する。試料液についても、同一

条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域により目的成分の濃度を求める。各成分ごとの燃焼炎及び測定に用い

る分析線の波長は、次の表のとおりとする。

成分 燃焼炎 測定波長（ｎｍ）

クロム 空気－アセチレン ３５７．９又は４２９．０

銅 空気－アセチレン ３２４．８

ひ素 アルゴン－水素 １９３．７又は１９７．２

（注）１ 試料液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、検量

線の範囲内に入るよう調整し測定する。

２ 測定波長は、クロム及びひ素については表中のいずれの波長を用いてもよいが、一貫して同一の波長

を用いなければならない。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（㎎）＝Ｐ×────────────×ｆ×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めたクロム、銅又はひ素の濃度（㎎／ｌ）

ｆ：各化合物に換算するための係数で、それぞれ次に掲げるとおりとする。

クロム化合物：１．９２３

銅化合物 ：１．２５２

ひ素化合物 ：１．５３４

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２

ｇを正確に量りとり、球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、塩酸―エタノール混液（塩酸（３５％）

３ｍｌにエタノールを加えて１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）５０ｍｌを加えて湯浴上で１時間煮沸する。放。

冷後、抽出物を吸引ろ過するとともに、木粉を約３０ｍｌのエタノールで洗浄する。ろ液は１００ｍｌのメスフラ

スコに移し、標線までエタノールで希釈し、これを試料液とする。

ｂ 検量線の作成
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ＤＤＡＣ標準液（０ ．１ｍｇ／ｍｌ：ＤＤＡＣ０．１ｇを正確に量りとり、１，０００ｍｌのメスフラスコに

入れ、標線まで水で希釈したもの）０～４ｍｌを段階的にビーカーに量りとり、それぞれについて塩酸―エタノー

ル混液２ｍｌを加えた後、水を加えて約４０ｍｌとし、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液（水酸化ナトリウム４

ｇを水に溶解して１００ｍｌとしたもの）数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙によるｐＨを約３．５とし、これを検量

線用標準液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衡液（０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸水溶液と０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸ナトリウム水溶液を１

６：１で混合したもの。以下同じ ）１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液（０．１（Ｗ／Ｖ）％：オレンジⅡ（ｐ―β―ナ。

フトール・アゾベンゼンスルフォン酸）０．１ｇを水に溶解し、１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）３ｍｌ、塩。

化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、検量線用標準液を加える。約５

分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量

の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長４８５ｎｍにおける吸光度を測定して検量線を作成する。

ｃ 定量方法

ａで調製した試料液のうちから、ＤＤＡＣとして０．４㎎以下を含む量を正確に量りとり、１００ｍｌのビーカ

ーに入れ、水を加えて約４０ｍｌとした後、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙に

よるｐＨを約３．５とし、これを試験液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衝液１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液３ｍｌ、塩化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０

ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、試験液を加える。約５分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム

層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長

４８５ｎｍにおける吸光度を測定し、検量線からＤＤＡＣの量を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────

試料液の採取量（ｍｌ）

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

Ｎ―アルキルベンジルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＢＫＣ」という ）Ｃのａに同じ。 。

ｂ 検量線の作成

銅化合物

（ ， ） 、 、原子吸光分析用の銅標準液 １ ０００ｐｐｍ ５ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ

硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱す 放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスコ

に水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準原

液とする。この検量線用標準原液０～１５ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸ナ

トリウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長３２４．８

ｎｍにおける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ＤＤＡＣ

Ｃのｂに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｂに同じ。ただし、標準液としてＢＫＣを用いるものとする。

ｃ 定量方法

銅化合物

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂ

の と同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から銅の濃度を求める。

ＤＤＡＣ

Ｃのｃに同じ。
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ＢＫＣ

Ｃのｃに同じ。ただし 「ＤＤＡＣ」とあるのは 「ＢＫＣ」と読み替えるものとする。、 、

ｄ 薬剤含有量の計算方法

銅化合物

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────×１．２５２×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

ＤＤＡＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ× ───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

ＢＫＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＢＫＣの量（ｍｇ）

ε：各成分で定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＡＣＱ１ ＡＣＱ２

銅化合物 ０．５５８ ０．６６７

ＤＤＡＣ － ０．３３３

ＢＫＣ ０．４４２ －

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

Ｄのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

Ｄのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

（ ， ） 、 、原子吸光分析用の亜鉛標準液 １ ０００ｐｐｍ ２ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ
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硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱する。放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスコ

に水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準原液

とする。この検量線用標準原液０～１０ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸ナトリ

ウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長２１３．９ｎｍに

おける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ｃ 定量方法

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂと

同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から亜鉛の濃度を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた亜鉛の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ クルクミン法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面（表面又は裏面のいずれか一方のみが辺材である場合にあつては、その面。以下

同じ ）から１㎜の深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片を細かく砕いて全乾にし。

たものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に量り、るつぼ又は蒸発皿にと

り、炭酸ナトリウム溶液（１Ｗ／Ｖ％。無水炭酸ナトリウム１０ｇを水に溶解して全量を１，０００ｍｌにした

ものをいう。以下同じ ）を加えてアルカリ性として、水浴上でその混合物を乾燥させる。次にマッフル炉を用。

いてできるだけ低い温度でゆつくり灰化させ、次第に温度を上げて暗い赤熱状態（約５８０℃）に達せしめ、そ

れ以上の温度にならないようにする。放冷後、灰分を塩酸（１＋９）で酸性とした後、１００ｍｌのメスフラス

コに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

クルクミン溶液

クルクミン（植物製）０．１ｇをエタノール４００ｍｌに溶解する。

しゆう酸アセトン溶液

しゆう酸５０ｇをアセトン５００ｍｌに溶解し、ろ過する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．５ｇを正確に量りとり、水に溶解して１，０００ｍ

ｌのメスフラスコに移し入れ標線まで希釈して、これをほう酸標準原液とする。使用時にこの原液を水で５０

倍に希釈してほう酸標準溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～４ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、ｄの定量方法と同様に操作してほう酸の量

と吸光度との関係線を作成して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液１ｍｌを正確に量りとり、内径５ｃｍのるつぼに入れ、１％炭酸ナトリウム溶液を加えてアルカリ性と

した後、水浴上で蒸発乾固させる。次に、残留物を放冷した後、塩酸（１＋４）１ｍｌ、しゆう酸アセトン溶液

５ｍｌ及びクルクミン溶液２ｍｌを加えて、５５±２℃の水浴上で２時間３０分加熱する。これを放冷した後、

残留物にアセトン２０～３０ｍｌを加えて溶出し、ろ過しながら１００ｍｌのメスフラスコに入れる。アセトン

で容器及び残留物を数回洗い、洗液を合わせて標線までアセトンで希釈し、試験溶液とする。試験溶液の一部を

吸収セルに移し、空試験液を対照液として波長５４０ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線

からほう酸の量を求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、アセトンで一定量に希釈し、検量

線の範囲内に入るように調整して測定する。

ｅ 薬剤含有量の計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）
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Ⅱ カルミン酸法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面から１ｍｍの深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片

。 、 、を細かく砕いて全乾にしたものを試料とする その荷口の全試料を合わせて その中から１～２ｇを正確に量り

石英ガラス製又は無ほう酸ガラス製の２００～５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコにとり

、過酸化水素水１５ｍｌ、硫酸２ｍｌ及びりん酸２ｍｌを添加する。次に、これを砂浴上で徐々に加熱し、内容

物を分解し、内容物が黒色になつたところで過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、試料が完全

に分解して内容物が透明になり、硫酸白煙が発生するまで濃縮した後、放冷する。その後、丸底フラスコの中の

内容物を２００ｍｌのメスフラスコに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

カルミン酸溶液

カルミン酸２５ｍｇを硫酸に溶解して、全量を１００ｍｌとする。

硫酸第１鉄溶液

硫酸第１鉄５ｇを０．５ｍｏｌ／Ｌ硫酸１００ｍｌに溶解する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．２５ｇを量りとり、１００ｍｌのメスフラスコに入

れ標線まで水で希釈して、これをほう酸標準原液とす 使用時にこの原液を水で５０倍に希釈してほう酸標準

溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～２ｍｌを、段階的に、正確に量りながら、２５ｍｌのメスフラスコにとり、それぞれの全

量が２ｍｌになるよう水を加えた後、ｄの定量方法と同様に操作して、ほう酸の濃度と吸光度との関係線を作成

して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液２ｍｌを２５ｍｌのメスフラスコにとり、塩酸３滴、硫酸第１鉄溶液３滴及び硫酸１０ｍｌを加えて混

合し、メスフラスコに共栓を付し水冷した後、カルミン酸溶液１０ｍｌを加えて混合する。次に、これを再び水

冷し、標線まで硫酸で希釈し、４５分間室温で放置して、試験溶液とする。試験溶液の一部を吸収セルに移し、

空試験液を対照液として波長６００ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線からほう酸の量を

求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸で一定量に希釈し、検量線の範囲内に入るよう

に調整して測定する。

ｅ 計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

生長錐により試験片を採取する場合②

ア 試験試料の採取

試料材を抜き取る方法は、１荷口から次の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ８ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍

１，００１以上 ２，０００以下 １２ の試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 １６

３，００１以上 ４，０００以下 ２０

４，００１以上 ６，０００以下 ２４

６，００１以上 ８，０００以下 ２８

８，００１以上 １０，０００以下 ３２

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，００
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０本以下となるように分割する。

イ 試験片の採取

各試料材の長さ及び幅の中央部付近で、インサイジング又は割れ等の欠点の影響が最も少ない部分において、材面に向

かつて直角に内径４．５±０．０３ｍｍの生長錐を用いて、次の表の左欄に掲げる試験片を採取する部分の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる長さの試験片を採取するものとする。

試験片を採取する部分の区分 試験片を採取する長さ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍ以内の部分に存在するもの 材の表面から１０ｍｍ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍを超え１５ｍｍ以内の部分に 材の表面から１５ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ１５ｍｍを超え２０ｍｍ以内の部分に 材の表面から２０ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ２０ｍｍを超えた部分に存在するもの 材の表面から心材に達するまで

心材が存在しないもの 材の表面から材の厚さの１／２

ウ 試験結果の判定

①のウに同じ。

エ 試験の方法

（ｱ） 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、

次式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色長（ｍｍ）

辺材部分の浸潤度（％）＝───────────────―×１００

試験片の辺材部分の長さ（ｍｍ）

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色長（ｍｍ）

までの心材部分の浸潤度（％）＝────────────────×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の長さ（ｍｍ）

試験法―１ 薬剤の呈色法

①のエの（ｱ）の試験法―１に同じ。

（ｲ） 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつ

て定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定で

きる場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────３

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）３

試験法―２ 薬剤の定量法

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。
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その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れ、以下①のエの試験法―２のＡのａと同様に操作する。

ｂ 定量方法

①のエの試験法―２のＡのｂに同じ。

ｃ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＡのｃに同じ。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅠのａと同様に操作する。

ｂ 試薬及び検量線の作成

①のエの試験法―２のＢのⅠのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｄに同じ。

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅡのａと同様に操作する。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

①のエの試験法―２のＢのⅡのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｄに同じ。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、以下①のエの試験法―２のＣの

ａと同様に操作する。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＣのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＣのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＣのｄに同じ。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂに同じ。

ｃ 定量方法
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①のエの試験法―２のＤのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＤのｄに同じ。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＥのｄに同じ。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＦのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＦのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＦのｄに同じ。

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき乾燥材表示を行つた製材は、１荷口から５枚又は５本を任意に抜き取るものとする。

ただし、再試験を行う場合は、１荷口から１０枚又は１０本を抜き取るものとする。

イ 試験片の採取

アで採取した試験試料からそれぞれ２個ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であると

きは、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果、適合するものの数が９０％以上

であるときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

試験片の質量を測定し、これを乾燥器中で１００℃から１０５℃で乾燥し、恒量に達したと認められるときの質量（以

下「全乾質量」という ）を測定し、含水率を求める。ただし、これ以外の方法によつて、試験片の適合基準を満足する。

かどうか明らかに判定できる場合は、その方法によることができる。

（注）含水率は、次式によつて算出する。

１ ２Ｗ －Ｗ

含水率（％）＝―――――― ×１００

２Ｗ

Ｗ ：乾燥前の質量（ｇ）１

Ｗ ：全乾質量（ｇ）２
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本 別記…一部改正〔平

成 ９年９月農水告１３

８ １号・１３年１１月

１ ５９９号〕

別 表１（第４条関係）

別 表２（第４条関係）

前文〔抄 〔平成９年９月３日農林水産省告示第１３８１号〕〕

平成９年１０月３日から施行する。

附則〔平成１３年１１月３０日農林水産省告示第１５９７号〕

１ この告示は、平成１４年３月１日から施行する。

２ この告示の施行前に、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成１１年法律第１０

８号）附則第４条第１項又は第３項の規定によりなお効力を有するものとされる同法による改正前の農林物資の規格化及び品

質表示の適正化に関する法律第１４条第３項又は第１９条の３第１項に規定する製造業者又は外国製造業者の製造する農林物

資について、この告示の施行前にこの告示による改正前の針葉樹の造作用製材の日本農林規格に適合するかどうかの判定を行

つた独立行政法人農林水産消費技術センター又は登録格付機関が、当該判定の結果に基づいて当該製造業者又は外国製造業者

に当該農林物資又はその包装に格付の表示を付させる場合には、なお従前の例による。

３ この告示の施行前に格付の表示が付された針葉樹の造作用製材については、なお従前の例による。

木口の短

辺（mm）

木口の長辺

（mm）
材長

15 （板類） 75 90 105 2.00 3.00 3.65 4.00

18 75 90 105 120 2.00 3.00 3.65 4.00

24 30 75 90 105 120 2.00 3.00 3.65 4.00

30 30 33 36 45 55 60 90 105 120 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

33 33 2.00 3.00 4.00

36 36 45 55 60 90 105 120 2.00 3.00 4.00

40 45 55 2.00 3.00 3.65 4.00

45 45 55 60 75 90 105 120 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

50 （角類） 105 120 3.00 3.65 4.00

55 105 120 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

60 105 120 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

木口の

短辺

（mm）

木口の長辺

（mm）
材長

12 90 105 120 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

15 （板類） 120 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

18 150 180 210 240 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00
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針葉樹の下地用製材の日本農林規格
（平成８年年７月１１日農林省告示第１０８５号）

（最終改正：平成１３年１１月３０日農林水産省告示第１５９８号）

（適用の範囲）

第１条 この規格は、針葉樹の下地用製材（建築物の屋根、床、壁等の下地（外部から見えない部分をいう ）に使用する製材。

をいう。以下同じ ）に適用する。。

（定義）

第２条 この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。

用 語 定 義

仕 上 げ 材 乾燥後、修正挽き又は材面調整を行い、寸法仕上げをした下地用製材をいう。

未 仕 上 げ 材 乾燥後、寸法仕上げをしない下地用製材をいう。

材 面 板類については面積の大きい２平面、角類については木口を除く４平面をいう。

（材種の区分）

第３条 下地用製材の材種は、木口の短辺及び木口の長辺により次のように区分する。

板類

木口の短辺が７５ｍｍ未満で木口の長辺が木口の短辺の４倍以上のもの

角類

板類以外のもの

（寸法）

第４条 下地用製材の寸法は、木口の短辺、木口の長辺及び材長により区分する。

２ 下地用製材の木口の短辺は、材の最小横断面における辺の欠を補つた方形の短い辺とし、下地用製材の木口の長辺は、その

方形の長い辺とする。ただし、最小横断面における辺の欠を補つた断面の形状が正方形のものにあつては、１辺をもつて木口

の短辺及び木口の長辺とする。

３ 下地用製材の材長は、両木口を結ぶ最短直線の長さとする。ただし、延びに係る部分を除く。

４ 下地用製材の標準寸法は、別表のとおりとする。

（規格）

第５条 下地用製材の規格は、次のとおりとする。

区 分 基 準

品 に規定するところによる。材面の品質 次項

質

インサイジング インサイジングは、欠点とみなさない。ただし、その仕様は下地用製材の曲げ強さ及び曲げヤング係

数の低下がおおむね１割を超えない範囲内とする。

保存処理 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、次の基準に適合している こと。

いずれかの薬剤で保存処理が行われていること。次のアからキまでの

ア クレオソート油保存処理薬剤

イ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤

ウ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

エ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

オ ナフテン酸銅系保存処理薬剤

カ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤
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キ ほう素化合物系保存処理薬剤

別記の の①のエの 浸潤度試験の結果、辺材部分及び心材部分の浸潤度（試験片の切断の  

面が辺材部分のみ又は心材部分のみからなる場合については、当該辺材部分又は心材部分の浸

潤度）が、次の表の左欄に掲げる性能区分及び中欄に掲げる樹種区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる基準に適合していること。

性能 樹種区分 基 準

区分

Ｋ１ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が９０％以上

Ｋ２ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部分１

樹種 の浸潤度が２０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部分２

樹種 の浸潤度が８０％以上

Ｋ３ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部分

の浸潤度が８０％以上

Ｋ４ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部分１

樹種 の浸潤度が８０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９０ｍ２

樹種 ｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８０％

以上

Ｋ５ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９０ｍ

ｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８０％

以上

（注）１ 耐久性Ｄ の樹種は、ヒノキ、ヒバ、スギ、カラマツ、ベイヒ、ベイスギ、ベイヒバ、ベ１

イマツ、ダフリカカラマツその他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

、 、 、 、 、 、 、 、２ 耐久性Ｄ の樹種は アカマツ クロマツ トドマツ エゾマツ モミ ツガ ベイモミ２

ベイツガ、ラジアタパイン、ベニマツ、スプルース、ロッジポールパイン、アガチスその他

心材の耐久性がこれらに類するものとする。

(3) 別記の の の吸収量試験の結果、薬剤の吸収量が、次の表の左欄に掲げる性能区分の①エ 

及び中欄に掲げる使用した薬剤の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる基準に適合してい

ること。

性能 使用した薬剤 基 準

区分

Ｋ１ ほう素化合物 ほう酸として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

３ ３Ｋ２ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として１．８ｋｇ／ｍ 以上９．０ｋｇ／ｍ

化合物 以下

（ 「 」 。）アルキルアンモニ ジデシルジメチルアンモニウムクロライド 以下 ＤＤＡＣ という

ウム化合物 として２．３ｋｇ／ｍ 以上３
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銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として１．３ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．４ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として０．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ３ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として３．５ｋｇ／ｍ 以上１０．５ｋｇ／３

化合物 ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして４．５ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として２．６ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として１．６ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として２．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ４ クレオソート油 クレオソート油として８０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として６．０ｋｇ／ｍ 以上１８．０ｋｇ／３

化合物 ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして９．０ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として５．２ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として３．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として４．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ５ クレオソート油 クレオソート油として１７０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として７．５ｋｇ／ｍ 以上２２．５ｋｇ／３

化合物 ｍ 以下３

の含含水率 乾燥材（含水率２０％以下のものをいう。以下同じ ）の表示をするものにあつては、別記の。

水率試験の結果、同一試験試料から採取した試験片の含水率の平均値が次の表の左欄に掲げる区分ご
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とに、それぞれ同表の右欄の掲げる数値以下であること。

区 分 基 準

ＳＤ１５と表示するもの １５％

仕上げ材

ＳＤ２０と表示するもの ２０％

Ｄ１５と表示するもの １５％

未仕上げ材

Ｄ２０と表示するもの ２０％

寸法 表示された寸法と測定した寸法との差が、次の表の左欄に揚げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に

揚げる数値以下であること

（単位mm）

区 分 表示された寸法と測定した寸法と

の差

木 口 の 仕上げ材 ７５未満 ＋１．０ －０

短 辺 及

び 木 口 ７５以上 ＋１．５ －０

の長辺

未仕上げ材 ７５未満 ＋２．０ －０

７５以上 ＋３．０ －０

未乾燥材 ＋制限なし －０

材 長 ＋制限なし －０

表 表 示 事 項 １ 次に掲げる事項が表示してあること。

樹種名

示 等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又は

販売業者を表す文字

２ 乾燥材である旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表示記

号を表示してあること。

３ 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、性能

区分及び使用した薬剤を表示してあること。

４ 束に表示する場合にあつては、１から３までに規定するもののほか、入り数を表示してあるこ

と。

表 示 の 方 法 １ 表示事項の項の１の から まで、２及び３に掲げる事項の表示は、次に規定する方法により 

行われていること。

樹種名
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最も一般的な名称をもつて記載すること。

等級

次項の表の右欄に掲げる等級に応じ、それぞれ「１級」又は「２級」と記載すること。

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチメ

ートル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺 及び材長の順に記載すること。

乾燥材

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、次に規定するところにより記載すること。

ア 仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「ＳＤ１５」と、含水率が２０％以下

のものは「ＳＤ２０」と記載すること。

イ 未仕上げ材にあつては、含水率が１５％以下のものは「Ｄ１５」と、含水率が２０％以下

のものは「Ｄ２０」と記載すること。

保存処理

性能区分がＫ１のものにあつては 保存処理Ｋ１ と 性能区分がＫ２のものにあつては 保「 」 、 「

存処理Ｋ２」と、性能区分がＫ３のものにあつては「保存処理Ｋ３」と、性能区分がＫ４のも

のにあつては「保存処理Ｋ４」と、性能区分がＫ５のものにあつては「保存処理Ｋ５」と記載

するほか、使用した薬剤を次の表に掲げる薬剤名又は薬剤の記号をもつて記載すること。

薬剤名 薬剤の記号

ほう素化合物 Ｂ

クロム・銅・ひ素化合物 ＣＣＡ

アルキルアンモニウム化合物 ＡＡＣ

銅・アルキルアンモニウム化合物 ＡＣＱ

ナフテン酸銅 ＮＣＵ

ナフテン酸亜鉛 ＮＺＮ

クレオソート油 Ａ

２ 表示事項の項に規定する事項は、各本、各枚数又は各束ごとに見やすい箇所に明瞭にしてあるこ

と。

表示禁止事項 次に掲げる事項は、これを表示していないこと。

表示事項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵その他の表示

２ 前項の材面の品質の基準は、次のとおりとする。

区 分 基 準

１ 級 ２ 級

節（材面における欠け、きず及び穴 径比が３０％以下であること。 径比が６０％以下であること。

を含む。以下同じ ）。
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丸身（りよう線上に存する欠け及び ３０％以下であること。 ５０％以下であること。

きずを含む。以下同じ ）。

． 。 ． 。貫通割れ 木 口 木口の長辺の１ ５倍以下であること 木口の長辺の２ ０倍以下であること

材 面 材長の１／６以下であること。 材長の１／３以下であること。

曲 木口の短辺及び木口の長辺が７ １．０％以下であること。 １．５％以下であること。

５ｍｍ以下のもの又は木口の長

辺が７５ｍｍを超え、かつ、木

り 口の短辺が３０ｍｍ以下のもの

上記以外の寸法のもの ０．５％以下であること。 １．０％以下であること。

そり（幅ぞりを含む ）又はねじれ 軽微であること。 顕著でないこと。。

腐朽、変色、入り皮、やにつぼ、か 軽微であること。 顕著でないこと。

び、あてその他の欠点

（注）この基準の判定は、不良面（欠点の程度の大きい材面をいう ）について行う。。

１項…一部改正〔平成１３年１１月農水告１５９８号〕

（測定方法）

第６条 前条の規格における次の表の左欄に掲げる事項の測定方法は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。ただし、延

びに係る部分は、これを除いて測定する。

事 項 測 定 方 法

節の径 １ 節の径は、その存する材面の材長方向のりよう線に平行なその節の２接線間の長さ（その節節

が１又は２のりよう線によつて切られている場合には、そのりよう線と接線との距離又はその

幅）とする。

２ 径が短径の２．５倍以上ある節の径は、その実測した径の１／２とみなす。

３ 連続して隣接２材面又は３材面に存するものについては、節の横断面のみを径比の対象とす

る。

節の位置 節の心がある箇所をもつて節の位置を決定し測定する。

節径比 １ 節径比は、節の径のその存する材面の幅に対する百分率による。

２ 節径比は、木口の短辺が３６ｍｍ未満のものにあつては、広い材面の節のみを対象とし、そ

の最大値を径比とする。なお、木口の短辺が３６ｍｍ以上のものにあつては、各材面に存在す

る径比の最大値を径比とする。

丸 身 丸身の長さのその存する材面の幅に対する百分率とする。

木口 木口面における貫通割れの長さは、両材面における材端からの貫通割れの長さの平均とする。な

お、両木口に貫通割れがある場合には、各木口の最長のものの長さの合計とする。

材面 材面における貫通割れの長さは、両材面における貫通割れの長さの平均とする。同一材面に２個

以上の貫通割れがある場合には、各貫通割れの長さの合計とする。

曲 り 百分率は、材長方向に沿う内曲面の最大矢高の弦の長さに対する割合による。
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別記 （第５条関係）

(1) 保存処理試験

保存処理試験は、 に示す方法によつて行う。ただし、保存処理を施した製材の樹種及び製材に対する薬剤の浸潤の仕様①

が特定しており、 のエの(ｱ)浸潤度試験の結果に基づく資料によつて薬剤の浸潤度の判定を客観的に行うことができると登①

録格付機関、登録認定機関、登録外国格付機関又は登録外国認定機関が認めた場合（ほう素化合物系保存処理薬剤で処理さ

れたものは除く ）には、 に示す方法によることができるものとする。。 ②

① 切断により試験片を採取する場合

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき保存処理を施した製材（以下「試料材」という ）を抜き取る方法は、１荷口から次。

の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材

を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ２ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍の

１，００１以上 ２，０００以下 ３ 試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 ４

３，００１以上 ４，０００以下 ５

４，００１以上 ６，０００以下 ６

６，００１以上 ８，０００以下 ７

８，００１以上 １０，０００以下 ８

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００本以下

となるように分割する。

イ 試験片の採取

試験片は、各試料材の長さの中央部付近において、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取す

る。ただし、ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたものにあつては、各試料材から辺材部分の長さの中央部付近におい

て、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験片に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であるとき

は、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果適合するものの数が９０％以上である

ときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

(ｱ) 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、次

式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色面積

辺材部分の浸潤度（％）＝─────────────×１００

試験片の辺材部分の面積

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色面積

までの心材部分の浸潤度（％）＝──────────────── ×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の面積

試験法―1 薬剤の呈色法
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試験片の切断面を保存処理薬剤ごとに次に定める方法により呈色させる。使用する薬品は、当該薬品（試薬）に

日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という ）の規定がある場合はＪＩＳによるものとする。。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

クレオソート油による着色を確認する。

浸潤部は淡褐色に呈色する。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

１、５―ジフェニルカルボノヒドラジド０．５ｇを２―プロパノール５０ｍｌに溶解し、５０ｍｌの水を加え

たものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は淡赤褐色又は赤紫色に呈色する。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ａ液（酢酸１８ｇに水を加えて１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧して約３分間放置後、Ｂ液（ブロモフ

ェノールブルー０．２ｇをアセトンに溶解して１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧する。

約５分後に浸潤部は青色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クロムアズロールＳ０．５ｇと酢酸ナトリウム５ｇとを水５００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は濃緑色に呈色する。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

Ｂに同じ。

浸潤部は青紫色に呈色する。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ジチゾン（ジフェニルチオカルバゾン）０．１ｇをクロロホルム１００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧す

る。

浸潤部は赤色に呈色する。

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クルクミン（植物製）２ｇをエタノール（９５％）９８ｇに溶解したものを塗布し、乾燥させた後、塩酸２０

ｍｌに水を加えて１００ｍｌとしたものにサリチル酸を飽和させた指示薬を塗布する。

浸潤部は赤色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

(ｲ) 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつて

定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定できる

場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────3

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）3

試験法―２

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれ下図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、これを

細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れソック

スレー抽出器に装着して、エタノール─ベンゼン混液（１：２ｖ／ｖ。以下同じ ）５０ｍｌで抽出流下液が無色。

透明になるまで抽出し、これを試料液とする。

5

10

5 20

（単位 ｍｍ）
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20 20

5

10 10 （注）各辺の中央部から採取すること。

20

10

5

ｂ 定量方法

試料液を、１００ｍｌのなす型フラスコにエタノール―ベンゼン混液１０ｍｌで洗いながら移し入れ、ロータ

リーエバポレーターに装着して５０℃の湯浴上で減圧しながら濃縮する。１００ｍｌのなす型フラスコの質量が

恒量になるまで濃縮した後、フラスコの外面をよく拭つて質量を測定する。

別に空試験として、試験試料と同じ樹種の無処理の木材を用いてａ及び と同様に操作して質量を測定する。 

ｃ 薬剤含有量の計算方法

ｂによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝（本試験の質量（ｍｇ）－本試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ）－（空試験の）

質量（ｍｇ）－空試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ））

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 、 、 、試験片ごとに それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ 幅５ｍｍ 長さ２０ｍｍの木片を採取し

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～

２ｇを正確に量りとり、５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、過酸化水素水（３０

％。以下同じ ）１０ｍｌと硫酸２ｍｌを添加する。これを砂浴上で徐々に加熱し、内容物を分解する。フラス。

コの内容物が約２ｍｌになつたところで、過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、木材が完全に

分解して内容物が透明な緑色になつたところで約２ｍｌになるまで濃縮した後放冷する。フラスコの内壁を水で

洗いながら内容物を１，０００ｍｌのメスフラスコに移し、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬及び検量線の作成

試薬及び検量線の作成は、工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２に規定するところによるものとする。

ｃ 定量方法

クロム化合物

Ａ、Ｂ２個のビーカーを用意し、試料液３０ｍｌ未満（Ｃｒとして０．００３～０．０５ｍｇを含む ）を。

正確に量りとり、それぞれのビーカーに入れる。Ａビーカーの試料液は水を加えて３０ｍｌとし、硫酸（１＋

１）０．５ｍｌを加えかき混ぜた後、過マンガン酸カリウム溶液（０．３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）数滴を加え。

微紅色とする。加熱して微紅色が消えたならば更に過マンガン酸カリウム溶液を滴下し、５分間煮沸しても微

紅色が残るまでこの操作を続ける。冷却後、尿素溶液（２０Ｗ／Ｖ％）１０ｍｌを加え、激しくかき混ぜなが

ら亜硝酸ナトリウム溶液（１０Ｗ／Ｖ％）を滴下して過剰の過マンガン酸を分解する。冷却後、ビーカーの内

壁を水で洗いながら５０ｍ のメスフラスコに移し入れ、液温を約１５℃にし、１，５―ジフェニルカルボノ

ヒトラジド溶液（１Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）１ｍｌを加えて直ちに振り混ぜ、更に水を標線まで加えて振り混。

ぜ、５分間放置した後１０ｍｍの吸収セルに移し、これをＡ液とする。Ｂビーカーの試料液に硫酸（１＋１）

０．５ｍｌを加え、ビーカーの内壁を水で洗いながら５０ｍｌのメスフラスコに移し入れ、１，５―ジフェニ

ルカルボノヒトラジド溶液１ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、よく振り混ぜた後吸収セルに移し、これをＢ

液とする。Ｂ液を対照液としてＡ液の吸光度を波長５４０ｎｍ付近で測定し、あらかじめ作成した検量線から

クロムの量を求め、次式によりクロム化合物の量を算出する。

１，０００

ＣｒＯ ＝Ｃｒ×１．９２３×──────────３

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｒＯ ：クロム化合物の量（ｍｇ）３

Ｃｒ ：検量線から求めたクロムの量（ｍｇ）

銅化合物
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試料液中の銅の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の５２．１によつて求め、次式により銅化合物

の量を算出する。

１，０００

ＣｕＯ＝Ｃｕ×１．２５２×──────────

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｕＯ：銅化合物の量（ｍｇ）

Ｃｕ ：検量線から求めた銅の量（ｍｇ）

ひ素化合物

試料液中のひ素の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の６１．１によつて求め、次式によりひ素化

合物の量を算出する。

１，０００

Ａｓ Ｏ ＝Ａｓ×１．５３４×──────────２ ５

試料液採取量（ｍｌ）

Ａｓ Ｏ ：ひ素化合物の量（ｍｇ）２ ５

Ａｓ ：検量線から求めたひ素の量（ｍｇ）

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値からそれぞれ次式により薬剤含有量を算出する。

１

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×──

ε

Ｐ：クロム化合物、銅化合物又はひ素化合物の量（ｍｇ）

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

Ⅰのａに同じ。ただし 「１，０００ｍｌのメスフラスコに移し」とあるのは 「２５０ｍｌのメスフラスコ、 、

に移し、硫酸ナトリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）２５ｍｌを加えた後」と読み替えるものとする。。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

標準試料原液の作成

硫酸銅（Ⅱ）五水和物０．９８３ｇ、二クロム酸カリウム１．４１５ｇ及び三酸化二ひ素０．６６０ｇを、

それぞれ３００ｍｌのビーカーに入れる。水２５ｍｌ、過酸化水素水１０ｍｌ、硫酸４ｍｌを加え、砂浴上で

徐々に加熱し溶解する。ビーカーの内壁を水で洗いながら内容物を５００ｍｌのメスフラスコに移し、硫酸ナ

トリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％）５０ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、これを標準試料原液とする。この標準試

料原液の濃度は、Ｃｒとして１㎎／ｍｌ、Ｃｕとして０．５㎎／ｍｌ、Ａｓとして１㎎／ｍｌとなる。

（注）標準試料原液は、市販の原子吸光分析用標準液を使用して調製する場合は、クロム、銅及びひ素の濃度

が２：１：２の割合となるように混合し、過酸化水素水を加えクロムを還元し、硫酸濃度が０．１４４ｍ

ｏｌ／Ｌ、硫酸ナトリウム濃度が０．３％となるよう調製しなければならない。

標準試料溶液の作成

標準試料原液１０ｍｌを１００ｍｌのメスフラスコに入れ、標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液（水５００

ｍｌ中に硫酸８ｍｌを注ぎ入れ、かき混ぜた後、硫酸ナトリウム３ｇを溶解し水で希釈して１，０００ｍｌと

したもの。以下同じ ）で希釈する。そのうちから０～１５ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、それ。
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ぞれ１００ｍｌのメスフラスコに入れ標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液で希釈し、これを標準試料溶液とす

る。

ｃ 定量方法

標準試料溶液について、原子吸光光度計により、クロム、銅及びひ素それぞれの吸光度を測定する。標準試料

溶液の濃度を横軸に、吸光度を縦軸にとり、グラフ上にプロットし検量線を作成する。試料液についても、同一

条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域により目的成分の濃度を求める。各成分ごとの燃焼炎及び測定に用い

る分析線の波長は、次の表のとおりとする。

成分 燃焼炎 測定波長（ｎｍ）

クロム 空気－アセチレン ３５７．９又は４２９．０

銅 空気－アセチレン ３２４．８

ひ素 アルゴン－水素 １９３．７又は１９７．２

（注）１ 試料液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、検量

線の範囲内に入るよう調整し測定する。

２ 測定波長は、クロム及びひ素については表中のいずれの波長を用いてもよいが、一貫して同一の波長

を用いなければならない。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（㎎）＝Ｐ×────────────×ｆ×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めたクロム、銅又はひ素の濃度（㎎／ｌ）

ｆ：各化合物に換算するための係数で、それぞれ次に掲げるとおりとする。

クロム化合物：１．９２３

銅化合物 ：１．２５２

ひ素化合物 ：１．５３４

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２

ｇを正確に量りとり、球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、塩酸―エタノール混液（塩酸（３５％）

３ｍｌにエタノールを加えて１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）５０ｍｌを加えて湯浴上で１時間煮沸する。放。

冷後、抽出物を吸引ろ過するとともに、木粉を約３０ｍｌのエタノールで洗浄する。ろ液は１００ｍｌのメスフラ

スコに移し、標線までエタノールで希釈し、これを試料液とする。
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ｂ 検量線の作成

ＤＤＡＣ標準液（０ ．１ｍｇ／ｍｌ：ＤＤＡＣ０．１ｇを正確に量りとり、１，０００ｍｌのメスフラスコに

入れ、標線まで水で希釈したもの）０～４ｍｌを段階的にビーカーに量りとり、それぞれについて塩酸―エタノー

ル混液２ｍｌを加えた後、水を加えて約４０ｍｌとし、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液（水酸化ナトリウム４

ｇを水に溶解して１００ｍｌとしたもの）数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙によるｐＨを約３．５とし、これを検量

線用標準液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衡液（０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸水溶液と０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸ナトリウム水溶液を１

６：１で混合したもの。以下同じ ）１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液（０．１（Ｗ／Ｖ）％：オレンジⅡ（ｐ―β―ナ。

フトール・アゾベンゼンスルフォン酸）０．１ｇを水に溶解し、１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）３ｍｌ、塩。

化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、検量線用標準液を加える。約５

分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量

の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長４８５ｎｍにおける吸光度を測定して検量線を作成する。

ｃ 定量方法

ａで調製した試料液のうちから、ＤＤＡＣとして０．４㎎以下を含む量を正確に量りとり、１００ｍｌのビーカ

ーに入れ、水を加えて約４０ｍｌとした後、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙に

よるｐＨを約３．５とし、これを試験液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衝液１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液３ｍｌ、塩化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０

ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、試験液を加える。約５分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム

層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長

４８５ｎｍにおける吸光度を測定し、検量線からＤＤＡＣの量を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────

試料液の採取量（ｍｌ）

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

Ｎ―アルキルベンジルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＢＫＣ」という ）Ｃのａに同じ。 。

ｂ 検量線の作成

銅化合物

（ ， ） 、 、原子吸光分析用の銅標準液 １ ０００ｐｐｍ ５ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ

硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱す 放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスコ

に水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準原

液とする。この検量線用標準原液０～１５ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸ナ

トリウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長３２４．８

ｎｍにおける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ＤＤＡＣ

Ｃのｂに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｂに同じ。ただし、標準液としてＢＫＣを用いるものとする。

ｃ 定量方法

銅化合物

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂ

の と同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から銅の濃度を求める。
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ＤＤＡＣ

Ｃのｃに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｃに同じ。ただし 「ＤＤＡＣ」とあるのは 「ＢＫＣ」と読み替えるものとする。、 、

ｄ 薬剤含有量の計算方法

銅化合物

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────×１．２５２×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

ＤＤＡＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ× ───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

ＢＫＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＢＫＣの量（ｍｇ）

ε：各成分で定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＡＣＱ１ ＡＣＱ２

銅化合物 ０．５５８ ０．６６７

ＤＤＡＣ － ０．３３３

ＢＫＣ ０．４４２ －

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

Ｄのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

Ｄのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの
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ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

（ ， ） 、 、原子吸光分析用の亜鉛標準液 １ ０００ｐｐｍ ２ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ

硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱する。放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスコ

に水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準原液

とする。この検量線用標準原液０～１０ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸ナトリ

ウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長２１３．９ｎｍに

おける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ｃ 定量方法

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂと

同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から亜鉛の濃度を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた亜鉛の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ クルクミン法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面（表面又は裏面のいずれか一方のみが辺材である場合にあつては、その面。以下

同じ ）から１㎜の深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片を細かく砕いて全乾にし。

たものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に量り、るつぼ又は蒸発皿にと

り、炭酸ナトリウム溶液（１Ｗ／Ｖ％。無水炭酸ナトリウム１０ｇを水に溶解して全量を１，０００ｍｌにした

ものをいう。以下同じ ）を加えてアルカリ性として、水浴上でその混合物を乾燥させる。次にマッフル炉を用。

いてできるだけ低い温度でゆつくり灰化させ、次第に温度を上げて暗い赤熱状態（約５８０℃）に達せしめ、そ

れ以上の温度にならないようにする。放冷後、灰分を塩酸（１＋９）で酸性とした後、１００ｍｌのメスフラス

コに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

クルクミン溶液

クルクミン（植物製）０．１ｇをエタノール４００ｍｌに溶解する。

しゆう酸アセトン溶液

しゆう酸５０ｇをアセトン５００ｍｌに溶解し、ろ過する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．５ｇを正確に量りとり、水に溶解して１，０００ｍ

ｌのメスフラスコに移し入れ標線まで希釈して、これをほう酸標準原液とする。使用時にこの原液を水で５０

倍に希釈してほう酸標準溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～４ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、ｄの定量方法と同様に操作してほう酸の量

と吸光度との関係線を作成して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液１ｍｌを正確に量りとり、内径５ｃｍのるつぼに入れ、１％炭酸ナトリウム溶液を加えてアルカリ性と

した後、水浴上で蒸発乾固させる。次に、残留物を放冷した後、塩酸（１＋４）１ｍｌ、しゆう酸アセトン溶液

５ｍｌ及びクルクミン溶液２ｍｌを加えて、５５±２℃の水浴上で２時間３０分加熱する。これを放冷した後、

残留物にアセトン２０～３０ｍｌを加えて溶出し、ろ過しながら１００ｍｌのメスフラスコに入れる。アセトン

で容器及び残留物を数回洗い、洗液を合わせて標線までアセトンで希釈し、試験溶液とする。試験溶液の一部を

吸収セルに移し、空試験液を対照液として波長５４０ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線

からほう酸の量を求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、アセトンで一定量に希釈し、検量
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線の範囲内に入るように調整して測定する。

ｅ 薬剤含有量の計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

Ⅱ カルミン酸法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面から１ｍｍの深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片

。 、 、を細かく砕いて全乾にしたものを試料とする その荷口の全試料を合わせて その中から１～２ｇを正確に量り

石英ガラス製又は無ほう酸ガラス製の２００～５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコにと

り、過酸化水素水１５ｍｌ、硫酸２ｍｌ及びりん酸２ｍｌを添加する。次に、これを砂浴上で徐々に加熱し、内

容物を分解し、内容物が黒色になつたところで過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、試料が完

全に分解して内容物が透明になり、硫酸白煙が発生するまで濃縮した後、放冷する。その後、丸底フラスコの中

の内容物を２００ｍｌのメスフラスコに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

カルミン酸溶液

カルミン酸２５ｍｇを硫酸に溶解して、全量を１００ｍｌとする。

硫酸第１鉄溶液

硫酸第１鉄５ｇを０．５ｍｏｌ／Ｌ硫酸１００ｍｌに溶解する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．２５ｇを量りとり、１００ｍｌのメスフラスコに入

れ標線まで水で希釈して、これをほう酸標準原液とす 使用時にこの原液を水で５０倍に希釈してほう酸標準

溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～２ｍｌを、段階的に、正確に量りながら、２５ｍｌのメスフラスコにとり、それぞれの全

量が２ｍｌになるよう水を加えた後、ｄの定量方法と同様に操作して、ほう酸の濃度と吸光度との関係線を作成

して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液２ｍｌを２５ｍｌのメスフラスコにとり、塩酸３滴、硫酸第１鉄溶液３滴及び硫酸１０ｍｌを加えて混

合し、メスフラスコに共栓を付し水冷した後、カルミン酸溶液１０ｍｌを加えて混合する。次に、これを再び水

冷し、標線まで硫酸で希釈し、４５分間室温で放置して、試験溶液とする。試験溶液の一部を吸収セルに移し、

空試験液を対照液として波長６００ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線からほう酸の量を

求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸で一定量に希釈し、検量線の範囲内に入るよう

に調整して測定する。

ｅ 計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

生長錐により試験片を採取する場合②

ア 試験試料の採取

試料材を抜き取る方法は、１荷口から次の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ８ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍

１，００１以上 ２，０００以下 １２ の試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 １６

３，００１以上 ４，０００以下 ２０
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４，００１以上 ６，０００以下 ２４

６，００１以上 ８，０００以下 ２８

８，００１以上 １０，０００以下 ３２

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，００

０本以下となるように分割する。

イ 試験片の採取

各試料材の長さ及び幅の中央部付近で、インサイジング又は割れ等の欠点の影響が最も少ない部分において、材面に向

かつて直角に内径４．５±０．０３ｍｍの生長錐を用いて、次の表の左欄に掲げる試験片を採取する部分の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる長さの試験片を採取するものとする。

試験片を採取する部分の区分 試験片を採取する長さ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍ以内の部分に存在するもの 材の表面から１０ｍｍ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍを超え１５ｍｍ以内の部分に 材の表面から１５ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ１５ｍｍを超え２０ｍｍ以内の部分に 材の表面から２０ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ２０ｍｍを超えた部分に存在するもの 材の表面から心材に達するまで

心材が存在しないもの 材の表面から材の厚さの１／２

ウ 試験結果の判定

①のウに同じ。

エ 試験の方法

（ｱ） 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法

によつて呈色させ、次式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色長（ｍｍ）

辺材部分の浸潤度（％）＝───────────────―×１００

試験片の辺材部分の長さ（ｍｍ）

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色長（ｍｍ）

までの心材部分の浸潤度（％）＝────────────────×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の長さ（ｍｍ）

試験法―１ 薬剤の呈色法

①のエの（ｱ）の試験法―１に同じ。

（ｲ） 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつ

て定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定で

きる場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────３

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）３

試験法―２ 薬剤の定量法
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保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れ、以下①のエの試験法―２のＡのａと同様に操作する。

ｂ 定量方法

①のエの試験法―２のＡのｂに同じ。

ｃ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＡのｃに同じ。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅠのａと同様に操作する。

ｂ 試薬及び検量線の作成

①のエの試験法―２のＢのⅠのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｄに同じ。

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅡのａと同様に操作する。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

①のエの試験法―２のＢのⅡのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｄに同じ。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、以下①のエの試験法―２のＣの

ａと同様に操作する。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＣのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＣのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＣのｄに同じ。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。
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ＢＫＣ

Ｃのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＤのｄに同じ。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＥのｄに同じ。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＦのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＦのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＦのｄに同じ。

(2) 含水率試験

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき乾燥材表示を行つた製材は、１荷口から５枚又は５本を任意に抜き取るものとする。

ただし、再試験を行う場合は、１荷口から１０枚又は１０本を抜き取るものとする。

イ 試験片の採取

アで採取した試験試料からそれぞれ２個ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であると

きは、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果、適合するものの数が９０％以上

であるときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

試験片の質量を測定し、これを乾燥器中で１００℃から１０５℃で乾燥し、恒量に達したと認められるときの質量（以

下「全乾質量」という ）を測定し、含水率を求める。ただし、これ以外の方法によつて、試験片の適合基準を満足する。

かどうか明らかに判定できる場合は、その方法によることができる。

（注）含水率は、次式によつて算出する。

１ ２Ｗ －Ｗ

含水率（％）＝―――――― ×１００

２Ｗ

Ｗ ：乾燥前の質量（ｇ）１

Ｗ ：全乾質量（ｇ）２

本別記…一部改正〔平成９年９月農水告１３８１号・１３年１１月１５９８号〕
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別

表

（

第

４

条

関

係

）

前文〔抄 〔平成９年９月３日農林水産省告示第１３８１号〕〕

平成９年１０月３日から施行する。

附則〔平成１３年１１月３０日農林水産省告示第１５９８号〕

１ この告示は、平成１４年３月１日から施行する。

２ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成１１年法律第１０８号）附則第４条第１

項又は第３項の規定によりなお効力を有するものとされる同法による改正前の農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関す

る法律第１４条第３項又は第１９条の３第１項に規定する製造業者又は外国製造業者の製造する農林物資について、この告示

の施行前にこの告示による改正前の針葉樹の下地用製材の日本農林規格に適合するかどうかの判定を行つた独立行政法人農林

水産消費技術センター又は登録格付機関が、当該判定の結果に基づいて当該製造業者又は外国製造業者に当該農林物資又はそ

の包装に格付の表示を付させる場合には、なお従前の例による。

３ この告示の施行前に格付の表示が付された針葉樹の下地用製材については、なお従前の例による。

木口の

短辺

（mm）

木口の長辺

（mm）

材長

（ｍ）

9 75 90 105 120 135 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 4.00

12 75 80 90 105 120 135 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

15 75 90 105 120 135 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

18 36 45 55 75 90 105 120 135 150 180 210 240 270 300 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

21 36 45 55 2.00 3.00 4.00

24 36 45 55 （板類） 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00

36 36 45 2.00 3.00 3.65 4.00

40 40 （角類） 2.00 3.00 4.00

45 55 1.82 2.00 3.00 3.65 4.00
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広葉樹製材の日本農林規格
（ ）平成８年７月１１日農林省告示第１０８６号

（最終改正：平成１３年１１月３０日農林省告示第１５９９号）

（適用の範囲）

第１条 この規格は、広葉樹製材に適用する。

（定義）

第２条 この規格において 「材面」とは、板類については面積の大きい２平面、角類については木口を除く４平面をいう。、

（材種の区分）

第３条 広葉樹製材の材種は、木口の短辺及び木口の長辺により次のように区分する。

板類

木口の短辺が３０ｍｍ以上７５ｍｍ未満で木口の長辺が木口の短辺の４倍以上のもの及び木口の短辺が３０ｍｍ未満のも

の

角類

板類以外のもの

（寸法）

第４条 広葉樹製材の寸法は、木口の短辺、木口の長辺及び材長により区分する。

２ 広葉樹製材の木口の短辺は、材の最小横断面における辺の欠を補つた方形の短い辺とし、広葉樹製材の木口の長辺は、その

方形の長い辺とする。ただし、最小横断面における辺の欠を補つた断面の形状が正方形のものにあつては、１辺をもつて木口

の短辺及び木口の長辺とする。

３ 広葉樹製材の材長は、両木口を結ぶ最短直線の長さとする。ただし、延びに係る部分を除く。

４ ヤナギ科、ヤマモモ科、クルミ科、カバノキ科、ブナ科、ニレ科、クワ科、カツラ科、モクレン科、クスノキ科、マンサク

科、バラ科、ミカン科、ツゲ科、モチノキ科、カエデ科、トチノキ科、ムクロジ科、シナノキ科、ツバキ科、ウコギ科、ミズ

キ科、カキノキ科、ハイノキ科、エゴノキ科及びモクセイ科の広葉樹製材の標準寸法は、別表１のとおりとする。

５ 前項に規定する種類以外の種類の広葉樹製材の標準寸法は別表２のとおりとする。

（規格）

第５条 広葉樹製材の規格は、次のとおりとする。

区 分 基 準

品 材面の品質 次項に規定するところによる。

質

インサイジング インサイジングは欠点とみなさない。ただし、その仕様は製材の曲げ強さ及び曲げヤング係数の低

下がおおむね１割を超えない範囲内とする。

保存処理 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、次の基準に適合していること。

いずれかの薬剤で保存処理が行われていること。次のアからキまでの

ア クレオソート油保存処理薬剤

イ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤

ウ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

エ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤

オ ナフテン酸銅系保存処理薬剤

カ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤

キ ほう素化合物系保存処理薬剤

別記の の①のエの 浸潤度試験の結果、辺材部分及び心材部分の浸潤度（試験片の切断の  

面が辺材部分のみ又は心材部分のみからなる場合については、当該辺材部分又は心材部分の浸

潤度）が、次の表の左欄に掲げる性能区分及び中欄に掲げる樹種区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる基準に適合していること。
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性能 樹種 基準

区分

Ｋ１ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が９０％以上

Ｋ２ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部１

樹種 分の浸潤度が２０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部２

樹種 分の浸潤度が８０％以上

Ｋ３ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部

分の浸潤度が８０％以上

Ｋ４ 耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１０ｍｍまでの心材部１

樹種 分の浸潤度が８０％以上

耐久性Ｄ の 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９０２

樹種 ｍｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８

０％以上

Ｋ５ すべての樹種 辺材部分の浸潤度が８０％以上かつ材面から深さ１５ｍｍ（厚さが９０

ｍｍを超える製材については、２０ｍｍ）までの心材部分の浸潤度が８

０％以上

（注）１ 耐久性Ｄ の樹種は、ケヤキ、クリ、クヌギ、ミズナラ、カプール、セランガンバツ、ア１

ピトン、ケンパスその他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

２ 耐久性Ｄ の樹種は、ライトレッドメランチ、イェローメランチ、ターミナリア、レッド２

ラワン、プライ、ラミンその他心材の耐久性がこれらに類するものとする。

別記の の の吸収量試験の結果、薬剤の吸収量が次の表の左欄に掲げる性能区分の①のエ  

及び中欄に掲げる使用した薬剤の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる基準に適合してい

ること。

性能 使用した薬剤 基準

区分

Ｋ１ ほう素化合物 ほう酸として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ２ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として１．８ｋｇ／ｍ 以上９．０ｋｇ／３

化合物 ｍ 以下３

アルキルアンモニ ジデシルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＤＤＡＣ」とい

ウム化合物 う ）として２．３ｋｇ／ｍ 以上。 ３

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として１．３ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．４ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として０．５ｋｇ／ｍ 以上３
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ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ３ クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として３．５ｋｇ／ｍ 以上１０．５ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして４．５ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として２．６ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として０．８ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．０ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として１．６ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として２．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ４ クレオソート油 クレオソート油として８０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として６．０ｋｇ／ｍ 以上１８．０ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

アルキルアンモニ ＤＤＡＣとして９．０ｋｇ／ｍ 以上３

ウム化合物

銅・アルキルアン 銅・アルキルアンモニウム化合物として５．２ｋｇ／ｍ 以上３

モニウム化合物

ナフテン酸銅 油剤は、銅として１．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、銅として１．５ｋｇ／ｍ 以上３

ナフテン酸亜鉛 油剤は、亜鉛として３．２ｋｇ／ｍ 以上３

乳剤は、亜鉛として４．０ｋｇ／ｍ 以上３

Ｋ５ クレオソート油 クレオソート油として１７０ｋｇ／ｍ 以上３

クロム・銅・ひ素 クロム・銅・ひ素化合物として７．５ｋｇ／ｍ 以上２２．５ｋｇ３

化合物 ／ｍ 以下３

の含水率 乾燥材（含水率１３％以下のものをいう。以下同じ ）の表示をするものにあつては、別記の。

含水率試験の結果、同一試験試料から採取した試験片の含水率の平均値が次の表の左欄に掲げる区

分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる数値以下であること。

区 分 基 準

Ｄ１０と表示するもの １０％

Ｄ１３と表示するもの １３％
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の右欄寸法 表示された寸法と測定した寸法との差が、次の表の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表

。に掲げる数値以下であること

（単位 ｍｍ）

表示された寸法と測定し

区 分 た寸法との差

木口の短辺及び木口の長辺 ＋制限なし －０

材長 ＋制限なし －０

表 １ 次に掲げる事項が表示してあること。表 示 事 項

示 樹種名

等級

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称その他製造業者又は

販売業者を表す文字

２ 乾燥材である旨の表示がしてあるものにあつては、１に規定するもののほか、含水率の表示記

号を表示してあること。

３ 保存処理を施した旨の表示がしてあるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、性能

区分及び使用した薬剤を表示してあること。

４ 束に表示する場合にあつては、１から３までに規定するもののほか、入り数を表示してあるこ

と。

１ 表示事項の項の１の から まで、２及び３に掲げる事項の表示は、次に規定する方法により 表 示 の 方 法

行われていること。

樹種名

もつとも一般的な名称をもつて記載すること。

等級

次項の表の右欄に掲げる等級に応じ、それぞれ「特等 「１等」又は「２等」と記載する」、

こと。

寸法

寸法の表示にあつては、木口の短辺、木口の長辺及び材長についてミリメートル、センチメ

ートル又はメートル単位により、木口の短辺、木口の長辺及び材長の順に記載すること。

乾燥材

含水率の表示記号を表示する場合にあつては、含水率が１０％以下のものは「Ｄ１０」と、

含水率が１３％以下のものは「Ｄ１３」と記載すること。

保存処理

性能区分がＫ１のものにあつては 保存処理Ｋ１ と 性能区分がＫ２のものにあつては 保「 」 、 「

存処理Ｋ２」と、性能区分がＫ３のものにあつては「保存処理Ｋ３」と、性能区分がＫ４のも

のにあつては「保存処理Ｋ４」と、性能区分がＫ５のものにあつては「保存処理Ｋ５」と記載

するほか、使用した薬剤を次の表に掲げる薬剤名又は薬剤の記号をもつて記載すること。

薬剤名 薬剤の記号

ほう素化合物 Ｂ

クロム・銅・ひ素化合物 ＣＣＡ
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アルキルアンモニウム化合物 ＡＡＣ

銅・アルキルアンモニウム化合物 ＡＣＱ

ナフテン酸銅 ＮＣＵ

ナフテン酸亜鉛 ＮＺＮ

クレオソート油 Ａ

２ 表示事項の項に規定する事項の表示は、各本、各枚又は各束ごとに見やすい箇所に明瞭にして

あること。

次に掲げる事項は、これを表示していないこと。表示禁止事項

表示事項の項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字、絵その他の表示

２ 前項の材面の品質の基準は、次のとおりとする。

前条第４項に規定する広葉樹製材

ア 板類

区 分 基 準

特等 １等 ２等

無 材面の面積が０．５ 数が１個で、無欠点裁面の合 数が２個以下で、無欠点裁面の 無欠点裁面の合計面積が材面

欠 ｍ 未満のもの 計面積が材面の面積の９／１ 合計面積が材面の面積の２／３ の面積の１／２以上であるこ２

点 ０以上であること。 以上であること。 と。

裁

面 材面の面積が０．５ 数が１個で、無欠点裁面の合 数が２個以下で、無欠点裁面の 無欠点裁面の合計面積が材面

ｍ 以上１．０ｍ 未 計面積が材面の面積の９／１ 合計面積が材面の面積の２／３ の面積の１／２以上であるこ２ ２

満のもの ０以上であること。 以上であること。 と。

材面の面積が１．０ 数が１個で、無欠点裁面の合 数が３個以下で、無欠点裁面の 無欠点裁面の合計面積が材面

ｍ 以上のもの 計面積が材面の面積の９／１ 合計面積が材面の面積の２／３ の面積の１／２以上であるこ２

０以上であること。 以上であること。 と。

節（材 材面の面積が ないこと。 長径が３０ｍｍ以下で、１個以 長径が５０ｍｍ以下であるこ

面にお ０．５ 下であること。ただし、径比の と。

ける欠 ｍ 未満のもの 最大が４０％以下であること。２

け、き

ず 穴 材面の面積が 長径が３０ｍｍ以下で、１個 長径が３０ｍｍ以下で、２個以 長径が５０ｍｍ以下であるこ、 、

かなす ０．５ｍ 以上 以下であること。ただし、径 下であること。ただし、径比の と。２

じ及び １．０ｍ 未満 比の最大が４０％以下である 最大が４０％以下であること。２

入り皮 のもの こと。

を 含

む。以 材面の面積が 長径が３０ｍｍ以下で、２個 長径が３０ｍｍ以下で、３個以 長径が５０ｍｍ以下であるこ

下 同 １．０ｍ 以上 以下であること。ただし、径 下であること。ただし、径比の と。２

じ ） のもの 比の最大が４０％以下である 最大が４０％以下であること。。
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こと。

丸 身 木口の短辺 ２０％以下であること。 ５０％以下であること。

（りよ

う線上

に存す

る欠け

及びき 木口の長辺 ５％以下であること。 １０％以下であること。 ５０％以下であること。

ずを含

む。以

下 同 材長 １０％以下であること。 ２０％以下であること。 ５０％以下であること。

じ ）。

木口割れ（材面における ５％以下であること。 １０％以下であること。 顕著でないこと。

。 。）割れを含む 以下同じ

目まわり ５％以下で、かつ材面又は材 １０％以下で、かつ材面又は材 顕著でないこと。

側のみに表れた目まわりがな 側のみに表れた目まわりがない

いこと。 こと。

干割れ 割れの長さが材面の面積のｍ 同左 顕著でないこと。２

の数の２５倍のｃｍ以下であ

ること。

辺材（ならに限る ） 保存処理のうち性能区分がＫ 保存処理のうち性能区分がＫ１。

１のものを施した旨の表示が のものを施した旨の表示がして

してあるものにあつては、辺 あるものにあつては、辺材があ

材があつてもよい。ただし、 つてもよい。ただし、その他の

その他のものにあつては、材 ものにあつては、材面の面積の

面の面積の２５％以下で、木 ５０％以下であること。

口の長辺の１／３以下である

こと。

曲 材長が１．８ｍ未満 １０ｍｍ １５ｍｍ 顕著でないこと。以下であること。 以下であること。

り のもの

材長が１．８ｍ以上 １５ｍｍ ２０ｍｍ 顕著でないこと。以下であること。 以下であること。

２．４ｍ未満のもの

材長が２．４ｍ以上 ２０ｍｍ ２５ｍｍ 顕著でないこと。以下であること。 以下であること。

３．０ｍ未満のもの

材長が３．０ｍ以 ２５ｍｍ ３０ｍｍ 顕著でないこと。以下であること。 以下であること。

上のもの

そり、幅ぞり又はねじれ ないこと。 軽微であること。 顕著でないこと。

波ぞり又は重曲 ないこと。 同左 顕著でないこと。

肌 極めて軽微であること。 軽微であること。 利用上支障のないこと。
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偽心（ぶなに限る ） 極めて軽微であること。 軽微であること。 利用上支障のないこと。。

虫穴 ないこと。 極めて軽微であること。 利用上支障のないこと。

心に近い部分 ないこと。 極めて軽微であること。 利用上支障のないこと。

目切れ ないこと。 極めて軽微であること。 利用上支障のないこと。

腐朽 な 極めて軽微であること。 利用上支障のないこと。いこと。

その他の欠点 ないこと。 極めて軽微であること。 利用上支障のないこと。

節、木口割れ、目まわり、干割れ、辺材（ならに限る 、変色又は粗雑なひき肌、偽心（ぶなに限る 、虫穴、心に（注） 。） ）

近い部分、目切れ、腐朽及びその他の欠点についての基準の判定は、不良面（欠点の程度の大きい材面をいう。以下

同じ）について行う。

木口の短辺が２１ｍｍ以上のものについての特等及び１等にあつては、他の材面に貫通した節（生き節及び抜ける

おそれのない死節を除く ）は、許容しない。。

イ 角類

基 準

区 分

特等 １等 ２等

無 木口の短辺が５１ 節がないこと。 １ ４材面無欠点部分の長さの １ ４材面無欠点部分の長さ

欠 ｍｍ未満のもの 合計が材長の２／３以上で、 の合計が材長の１／２以上

点 他の部分において長径が３０ であること、

部 ｍｍ以下で あること。

分 ２ ３材面無欠点で、他の材面 ２ 材長方向に材を６０ｃｍ

び において３０ｍｍ以下の節が ごとに区分した各部分（端

節 材長方向に材を６０ｃｍごと 数がある場合には、これを

に区分した各部分（端数があ 除く ）のうち、３材面無。

る場合にはこれを除く ）に 欠点であるものの長さの合。

つき１個以下であること。 計が材長の１／２以上であ

ること。

３ 材長方向に材を６０ｃｍご

とに区分した各部分（端数が

ある場合にはこれを除く ）。

につき３材面無欠点で、他の

材面において３０ｍｍ以下の

節が１個以下であること。

木口の短辺が５１ 材長が２．４ｍ未満のものに １ ４材面無欠点部分の長さの １ ４材面無欠点部分の長さ

ｍｍ以上８０ｍｍ あつては、節がないこと。材 合計が材長の２／３以上で、 の合計が材長の１／２以上

未満のもの 長が２．４ｍ以上のものにあ 他の部分において長径が３０ であること。

つては、長径が３０ｍｍ以下 ｍｍ以下であること。

で 数が１個以下であること ２ ３材面無欠点で、他の材 ２ 材長方向に材を６０ｃｍ、 。

面において３０ｍｍ以下の ごとに区分した各部分（端

節が材長方向に材を６０ｃ 数がある場合にはこれを除

ｍごとに区分した各部分 端 く ）のうち、３材面無欠（ 。
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数がある場合には、これを 点であるものの長さの合計

除く ）につき１個以下であ が材長の１／２以上である。

ること。 こと。

３ 材長方向に材を６０ｃｍ

ごとに区分した各部分（端

数がある場合にはこれを除

。） 、く につき３材面無欠点で

他の材面において３０ｍｍ

以下の節が１個以下である

こと。

木口の短辺が８０ 材長が２．４ｍ未満のものに １ ４材面無欠点部分の長さの １ ４材面無欠点部分の長さ

ｍｍ以上のもの あつては、長径が３０ｍｍ以 合計が材長の２／３以上で、 の合計が材長の１／２以上

下で、数が１個以下であるこ 他の部分において長径が５０ であること、

と。材長が２．４ｍ以上のも ｍｍ以下であること。

のにあつては、長径が３０ｍ ２ ３材面無欠点で、他の材面 ２ 材長方向に材を６０ｃｍ

ｍ以下で、数が２個以下であ において３０ｍｍ以下の節が ごとに区分した各部分（端

ること。 材長方向に材を６０ｃｍごと 数がある場合にはこれを除

に区分した各部分（端数があ く ）のうち、３材面無欠。

る場合には、これを除く ） 点であるものの長さの合計。

につき１個以下であること。 が材長の１／２以上である

こと。

３ 材長方向に材を６０ｃｍご

とに区分した各部分（端数が

、 。）ある場合には これを除く

につき３材面無欠点で、他の

材面において３０ｍｍ以下の

節が１個以下であること。

。 。 。丸身 １０％以下であること ２０％以下であること ５０％以下であること

木口割れ ５％以下であること。 １０％以下であること 顕著でないこと。。

目まわり ５％以下であること。 同左 顕著でないこと。

曲 材長が１．８ｍ未満 １０mm以下であること。 １５mm以下であること。 顕著でないこと。

り のもの

材長が１．８ｍ以 １５mm以下であること。 ２０mm以下であること。 顕著でないこと。

上２．４ｍ未満の

もの

材長が２．４ｍ以 ２０mm以下であること。 ２５mm以下であること。 顕著でないこと。

上３．０ｍ未満の

もの

材長が３．０ｍ以上 ２５mm以下であること。 ３０mm以下であること。 顕著でないこと。

のもの

虫穴 ない 極めて軽微であること。 顕著でないこと。こと。



- 9 -

変色又は粗雑なひき肌 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

辺材（ならに限る ） 保存処理のうち性能区分がＫ 保存処理のうち性能区分がＫ１。

１のものを施した旨の表示が のものを施した旨の表示がして

してあるものにあつては、辺 あるものにあつては、辺材があ

材があつてもよい。ただし、 つてもよい。ただし、その他の

その他のものにあつては、３ ものにあつては、３材面におい

材面において３０％以下であ て４０％以下で、隣接２材面に

ること。 おいて５０％以下であること。

腐朽 ないこと 極めて軽微であること。 顕著でないこと。

その他の欠点 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

（注） 節、木口割れ、虫穴、変色又は粗雑なひき肌、辺材（ならに限る 、腐朽及びその他の欠点についての基準の判定 。）

は、４材面について行う。

、 （ 。） 、 。特等及び１等にあつては 他の材面に貫通した節 生き節及び抜けるおそれのない死節を除く は 許容しない

に規定する広葉樹製材以外の種類の広葉樹製材 

ア 板類

基 準

区 分

特等 １等 ２等

節 ないこと。 径比の最大が１０％以下で、材 径比の最大が２０％以下で、

長方向に材を２ｍごとに区分し 材長方向に材を２ｍごとに区

た各部分 端数がある場合には 分した各部分（端数がある場（ 、

これを含む ）につき１個以下 合には、これを含む ）につ。 。

であること。ただし、木口の短 き３個以下であること。ただ

辺が３０ｍｍ未満で、木口の長 し、木口の短辺が３０ｍｍ未

辺が１２０ｍｍ未満のものにあ 満で、木口の長辺が１２０ｍ

つては、ないこと。 ｍ未満のものにあつては、１

個以下であること。

丸身 ５％以下であること。 １０％以下であること。 ２０％以下であること。

木口割れ又は目まわり ５％以下であること。 １０％以下であること。 ２０％以下であること。

干割れ 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

曲り、そり、幅ぞり又 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

はねじれ

虫穴 ないこと。 極めて軽微であること。 顕著でないこと。

腐朽 パンキーを含む ないこと。 軽微であること。 顕著でないこと。（ 。）

辺材（フタバガキ科に限 ないこと。ただし、保存処理 保存処理のうち性能区分がＫ１

る ） のうち性能区分がＫ１のもの のものを施した旨の表示がして。
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を施した旨の表示がしてある あるものにあつては、辺材があ

ものにあつては、辺材があつ つてもよい。ただし、その他の

てもよい。 ものにあつては、材面の面積の

５０％以下であること。

その他の欠点 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

（注）節、木口割れ、干割れ、虫穴、腐朽（パンキーを含む 、辺材（フタバガキ科に限る ）及びその他の欠点についての。） 。

基準の判定は、不良面について行う。

イ 角類

基 準

区 分

特等 １等 ２等

節 ないこと。 １材面に存するか又は２材面に １材面に存するか又は２材面

存し、径比の最大が３０％以下 に存し、径比の最大が５０％

であること。 以下であること。

丸身 ５％以下であること。 １０％以下であること。 ２０％以下であること。

木口割れ又は目まわり ５％以下であること。 １０％以下であること。 ２０％以下であること。

干割れ 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

曲り、そり、幅ぞり又 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

はねじれ

虫穴 ないこと。 極めて軽微であること。 顕著でないこと。

腐朽 パンキーを含む ないこと。 極めて軽微であること。 顕著でないこと。（ 。）

辺材（フタバガキ科に限 ないこと。ただし、保存処理 保存処理のうち性能区分がＫ１

る ） のうち性能区分がＫ１のもの のものを施した旨の表示がして。

を施した旨の表示がしてある あるものにあつては、辺材があ

ものにあつては、辺材があつ つてもよい。ただし、その他の

てもよい。 ものにあつては、３材面におい

て４０％以下であること。

その他の欠点 極めて軽微であること。 軽微であること。 顕著でないこと。

（注）節、木口割れ、干割れ、虫穴、腐朽（パンキーを含む 、辺材（フタバガキ科に限る ）及びその他の欠点についての。） 。

基準の判定は、４材面について行う。

１・２項…一部改正〔平成１３年１１月農水告１５９９号〕

（測定方法）

第６条 前条の規格における次の表の左欄に掲げる事項の測定方法は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。ただし、延

びに係る部分は、これを除いて測定する。

事 項 測 定 方 法
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無欠点裁面、４材面無欠 １ 板類の無欠点裁面とは、３に掲げる欠点がない材面の部分であつて、次に掲げる幅及び長

点部分及び３材面無欠点 さ又は面積の方形のものをいう。この場合において、幅は材長方向に直角に、長さは材長方

部分 向に平行に測定する。

特等及び１等にあつては、幅が１００ｍｍ以上１０ｍｍ建て、長さが６０ｃｍ以上１０

ｃｍ建て又は幅が８０ｍｍ以上１０ｍｍ建て、長さが９０ｃｍ以上１０ｃｍ建て

２等にあつては、幅が８０ｍｍ以上面積が４８０ｃｍ 以上 ２

２ 角類の４材面無欠点部分とは、４材面において３に掲げる欠点がない材の部分であつて長

さ６０ｃｍ以上のものをいい、３材面無欠点部分とは、３材面において３に掲げる欠点がな

いものをいう。

３ 節、そり、幅ぞり、波ぞり、重曲、ねじれ、丸身、木口割れ、目まわり、干割れ、虫穴、

目切れ、腐朽等

節 １ 節の大きさは、節ばかまを除いた部分の最大の長径による。ただし、長径が３ｍｍ以下の

節は、対象としない。

２ ２個の節の大きさの合計が３０ｍｍ以下のときは、２個を１個とみなす。

３ 抜けるおそれのない死節は、生き節とみなす。

４ 長径が短径の２．５倍以上の節の長径は、その実測した長径の１／２とみなす。

５ かなすじ又は入り皮で、幅が３ｍｍ以下の線状をなすものは、その実測した長径の１／２

とみなす。

６ 径比は、節の径のその存する材面の幅に対する百分率による。

７ 節の径は、その存する材面の材長方向のりよう線に平行なその節の２接線間の長さ（その

節が１又は２のりよう線によつて切られている場合には、そのりよう線と接線との距離又は

その幅）とする。

丸身 １ 辺に対する百分率は、丸身の長さのその存する木口の短辺又は木口の長辺に対する割合の

うち最大のものとする。

２ 材長に対する百分率は、丸身の長さの材長に対する割合とする。

３ 材面における丸身の長さは、材面の１縁に２個以上あるときはその合計、材面の両縁にあ

るときは各縁における合計のうちいずれか大きいものによる。

木口割れ １ 百分率は、木口割れの長さの材長に対する割合による。

２ 同一木口に２個以上あるときは最長のものの長さとし、両木口にあるときは各木口におけ

る最長のものの長さの合計とする。

、 （ 、 ）３ 材面における割れは その長さの１／２ 他の材面に貫通したものにあつては その長さ

とみなす。

４ 極めて軽微なものについては、対象としない。

目まわり １ 百分率は、その弧の長さのその存する木口の辺の欠を補つた方形の４辺の合計に対する割

合による。

２ 同一木口に２個以上あるときは最長のものの弧の長さとし、両木口にあるときは各木口に

おける最長のものの弧の長さの合計とする。

辺材（なら及びフタバガ １ 板類の百分率は、辺材の面積の材面の面積に対する割合による。

キ科に限る ） ２ 板類の木口の長辺に対する比は、材面における辺材部分の幅の合計の木口の長辺に対する。

比のうち最大のものとする。

３ 角類の百分率は、各材面における辺材部分の幅の合計の木口の４辺の合計に対する割合の

うち最大のものとする。

曲り（そりを含む ） 材長方向に沿う内曲面の最大矢高による。。
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別記（第５条関係）

保存処理試験

保存処理試験は、①に示す方法によつて行う。ただし、保存処理を施した製材の樹種及び製材に対する薬剤の浸潤の仕様

が特定しており、①のエの(ｱ)の浸潤度試験の結果に基づく資料によつて薬剤の浸潤度の判定を客観的に行うことができる

と登録格付機関、登録認定機関、登録外国格付機関又は登録外国認定機関が認めた場合（ほう素化合物系保存処理薬剤で処

理されたものを除く ）には、②に示す方法によることができるものとする。。

① 切断により試験片を採取する場合

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき保存処理を施した製材（以下「試料材」という ）を抜き取る方法は、１荷口から次。

の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材を

任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ２ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍の

１，００１以上 ２，０００以下 ３ 試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 ４

３，００１以上 ４，０００以下 ５

４，００１以上 ６，０００以下 ６

６，００１以上 ８，０００以下 ７

８，００１以上 １０，０００以下 ８

（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００

本以下となるように分割する。

イ 試験片の採取

試験片は、各試料材の長さの中央部付近において、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取す

る。ただし、ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたものにあつては、各試料材から辺材部分の長さの中央部付近におい

て、試料材の厚さ及び幅で、５ｍｍ以上の長さの試験片を１枚ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験片に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であるとき

は、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果適合するものの数が９０％以上である

ときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

(ｱ) 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、次

式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色面積

辺材部分の浸潤度（％）＝─────────────×１００

試験片の辺材部分の面積

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色面積

までの心材部分の浸潤度（％）＝──────────────── ×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の面積

試験法―1 薬剤の呈色法

試験片の切断面を保存処理薬剤ごとに次に定める方法により呈色させる。使用する薬品は、当該薬品（試薬）に日本
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工業規格（以下「ＪＩＳ」という ）の規定がある場合はＪＩＳによるものとする。。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

クレオソート油による着色を確認する。

浸潤部は淡褐色に呈色する。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

１、５―ジフェニルカルボノヒドラジド０．５ｇを２―プロパノール５０ｍｌに溶解し、５０ｍｌの水を加えたも

のを塗布又は噴霧する。

浸潤部は淡赤褐色又は赤紫色に呈色する。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ａ液（酢酸１８ｇに水を加えて１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧して約３分間放置後、Ｂ液（ブロモフェノ

ールブルー０．２ｇをアセトンに溶解して１００ｍｌとしたもの）を塗布又は噴霧する。

約５分後に浸潤部は青色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クロムアズロールＳ０．５ｇと酢酸ナトリウム５ｇとを水５００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は濃緑色に呈色する。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

Ｂに同じ。

浸潤部は青紫色に呈色する。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ジチゾン（ジフェニルチオカルバゾン）０．１ｇをクロロホルム１００ｍｌに溶解したものを塗布又は噴霧する。

浸潤部は赤色に呈色する。

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

クルクミン（植物製）２ｇをエタノール（９５％）９８ｇに溶解したものを塗布し、乾燥させた後、塩酸２０ｍｌ

に水を加えて１００ｍｌとしたものにサリチル酸を飽和させた指示薬を塗布する。

浸潤部は赤色に呈色し、未浸潤部は黄色に呈色する。

(ｲ) 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつて

定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定できる

場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────3

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）3

試験法―２

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれ下図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、これを

細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れソック

スレー抽出器に装着して、エタノール─ベンゼン混液（１：２ｖ／ｖ。以下同じ ）５０ｍｌで抽出流下液が無色。

透明になるまで抽出し、これを試料液とする。

5

10

5 20

（単位 ｍｍ）

20 20
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5

10 10 （注）各辺の中央部から採取すること。

20

10

5

ｂ 定量方法

試料液を、１００ｍｌのなす型フラスコにエタノール―ベンゼン混液１０ｍｌで洗いながら移し入れ、ロータ

リーエバポレーターに装着して５０℃の湯浴上で減圧しながら濃縮する。

１００ｍｌのなす型フラスコの質量が恒量になるまで濃縮した後、フラスコの外面をよく拭つて質量を測定す

る。

別に空試験として、試験試料と同じ樹種の無処理の木材を用いてａ及び と同様に操作して質量を測定する。 

ｃ 薬剤含有量の計算方法

ｂによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝（本試験の質量（ｍｇ）－本試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ）－（空試験の）

質量（ｍｇ）－空試験に用いたなす型フラスコの質量（ｍｇ ））

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 、 、 、試験片ごとに それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ 幅５ｍｍ 長さ２０ｍｍの木片を採取し

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～

２ｇを正確に量りとり、５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、過酸化水素水（３０

％。以下同じ ）１０ｍｌと硫酸２ｍｌを添加する。これを砂浴上で徐々に加熱し、内容物を分解する。フラス。

コの内容物が約２ｍｌになつたところで、過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、木材が完全に

分解して内容物が透明な緑色になつたところで約２ｍｌになるまで濃縮した後放冷する。フラスコの内壁を水で

洗いながら内容物を１，０００ｍｌのメスフラスコに移し、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬及び検量線の作成

試薬及び検量線の作成は、工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２に規定するところによるものとする。

ｃ 定量方法

クロム化合物

Ａ、Ｂ２個のビーカーを用意し、試料液３０ｍｌ未満（Ｃｒとして０．００３～０．０５ｍｇを含む ）を。

正確に量りとり、それぞれのビーカーに入れる。Ａビーカーの試料液は水を加えて３０ｍｌとし、硫酸（１＋

１）０．５ｍｌを加えかき混ぜた後、過マンガン酸カリウム溶液（０．３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）数滴を加え。

微紅色とする。加熱して微紅色が消えたならば更に過マンガン酸カリウム溶液を滴下し、５分間煮沸しても微

紅色が残るまでこの操作を続ける。冷却後、尿素溶液（２０Ｗ／Ｖ％）１０ｍｌを加え、激しくかき混ぜなが

ら亜硝酸ナトリウム溶液（１０Ｗ／Ｖ％）を滴下して過剰の過マンガン酸を分解する。冷却後、ビーカーの内

壁を水で洗いながら５０ｍ のメスフラスコに移し入れ、液温を約１５℃にし、１，５―ジフェニルカルボノ

ヒトラジド溶液（１Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）１ｍｌを加えて直ちに振り混ぜ、更に水を標線まで加えて振り混。

ぜ、５分間放置した後１０ｍｍの吸収セルに移し、これをＡ液とする。Ｂビーカーの試料液に硫酸（１＋１）

０．５ｍｌを加え、ビーカーの内壁を水で洗いながら５０ｍｌのメスフラスコに移し入れ、１，５―ジフェニ

ルカルボノヒトラジド溶液１ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、よく振り混ぜた後吸収セルに移し、これをＢ

液とする。Ｂ液を対照液としてＡ液の吸光度を波長５４０ｎｍ付近で測定し、あらかじめ作成した検量線から

クロムの量を求め、次式によりクロム化合物の量を算出する。

１，０００

ＣｒＯ ＝Ｃｒ×１．９２３×──────────３

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｒＯ ：クロム化合物の量（ｍｇ）３

Ｃｒ ：検量線から求めたクロムの量（ｍｇ）

銅化合物
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試料液中の銅の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の５２．１によつて求め、次式により銅化合物

の量を算出する。

１，０００

ＣｕＯ＝Ｃｕ×１．２５２×──────────

試料液採取量（ｍｌ）

ＣｕＯ：銅化合物の量（ｍｇ）

Ｃｕ ：検量線から求めた銅の量（ｍｇ）

ひ素化合物

試料液中のひ素の量を工場排水試験方法のＪＩＳ Ｋ０１０２の６１．１によつて求め、次式によりひ素化

合物の量を算出する。

１，０００

Ａｓ Ｏ ＝Ａｓ×１．５３４×──────────２ ５

試料液採取量（ｍｌ）

Ａｓ Ｏ ：ひ素化合物の量（ｍｇ）２ ５

Ａｓ ：検量線から求めたひ素の量（ｍｇ）

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値からそれぞれ次式により薬剤含有量を算出する。

１

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×──

ε

Ｐ：クロム化合物、銅化合物又はひ素化合物の量（ｍｇ）

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

Ⅰのａに同じ。ただし 「１，０００ｍｌのメスフラスコに移し」とあるのは 「２５０ｍｌのメスフラスコに、 、

移し、硫酸ナトリウム溶液（３Ｗ／Ｖ％。以下同じ ）２５ｍｌを加えた後」と読み替えるものとする。。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

標準試料原液の作成

硫酸銅（Ⅱ）五水和物０．９８３ｇ、二クロム酸カリウム１．４１５ｇ及び三酸化二ひ素０．６６０ｇを、そ

れぞれ３００ｍｌのビーカーに入れる。水２５ｍｌ、過酸化水素水１０ｍｌ、硫酸４ｍｌを加え、砂浴上で徐々

に加熱し溶解する。ビーカーの内壁を水で洗いながら内容物を５００ｍｌのメスフラスコに移し、硫酸ナトリウ

ム溶液（３Ｗ／Ｖ％）５０ｍｌを加え、標線まで水で希釈し、これを標準試料原液とする。この標準試料原液の

濃度は、Ｃｒとして１㎎／ｍｌ、Ｃｕとして０．５㎎／ｍｌ、Ａｓとして１㎎／ｍｌとなる。

（注）標準試料原液は、市販の原子吸光分析用標準液を使用して調製する場合は、クロム、銅及びひ素の濃度が

２：１：２の割合となるように混合し、過酸化水素水を加えクロムを還元し、硫酸濃度が０．１４４ｍｏｌ

／Ｌ、硫酸ナトリウム濃度が０．３％となるよう調製しなければならない。

標準試料溶液の作成

標準試料原液１０ｍｌを１００ｍｌのメスフラスコに入れ、標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液（水５００ｍ

ｌ中に硫酸８ｍｌを注ぎ入れ、かき混ぜた後、硫酸ナトリウム３ｇを溶解し水で希釈して１，０００ｍｌとした

もの。以下同じ ）で希釈する。そのうちから０～１５ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、それぞれ１。
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００ｍｌのメスフラスコに入れ標線まで硫酸―硫酸ナトリウム溶液で希釈し、これを標準試料溶液とする。

ｃ 定量方法

標準試料溶液について、原子吸光光度計により、クロム、銅及びひ素それぞれの吸光度を測定する。標準試料溶

液の濃度を横軸に、吸光度を縦軸にとり、グラフ上にプロットし検量線を作成する。試料液についても、同一条件

で吸光度を測定し、検量線の直線領域により目的成分の濃度を求める。各成分ごとの燃焼炎及び測定に用いる分析

線の波長は、次の表のとおりとする。

成分 燃焼炎 測定波長（ｎｍ）

クロム 空気－アセチレン ３５７．９又は４２９．０

銅 空気－アセチレン ３２４．８

ひ素 アルゴン－水素 １９３．７又は１９７．２

（注）１ 試料液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、検量線

の範囲内に入るよう調整し測定する。

２ 測定波長は、クロム及びひ素については表中のいずれの波長を用いてもよいが、一貫して同一の波長を

用いなければならない。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（㎎）＝Ｐ×────────────×ｆ×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めたクロム、銅又はひ素の濃度（㎎／ｌ）

ｆ：各化合物に換算するための係数で、それぞれ次に掲げるとおりとする。

クロム化合物：１．９２３

銅化合物 ：１．２５２

ひ素化合物 ：１．５３４

ε：各成分の定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりと

する。

薬剤の種類

成分 ＣＣＡ１ ＣＣＡ２ ＣＣＡ３

クロム化合物 ０．６５５ ０．３５３ ０．４７５

銅化合物 ０．１８１ ０．１９６ ０．１８５

ひ素化合物 ０．１６４ ０．４５１ ０．３４０

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

試験片ごとに、それぞれＡのａの図に示す４箇所から深さ１０ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ２０ｍｍの木片を採取し、

これを細かく砕いて混合した後、全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２

ｇを正確に量りとり、球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、塩酸―エタノール混液（塩酸（３５％）

３ｍｌにエタノールを加えて１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）５０ｍｌを加えて湯浴上で１時間煮沸する。放。

冷後、抽出物を吸引ろ過するとともに、木粉を約３０ｍｌのエタノールで洗浄する。ろ液は１００ｍｌのメスフラ

スコに移し、標線までエタノールで希釈し、これを試料液とする。

ｂ 検量線の作成
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ＤＤＡＣ標準液（０ ．１ｍｇ／ｍｌ：ＤＤＡＣ０．１ｇを正確に量りとり、１，０００ｍｌのメスフラスコに

入れ、標線まで水で希釈したもの）０～４ｍｌを段階的にビーカーに量りとり、それぞれについて塩酸―エタノー

ル混液２ｍｌを加えた後、水を加えて約４０ｍｌとし、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液（水酸化ナトリウム４

ｇを水に溶解して１００ｍｌとしたもの）数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙によるｐＨを約３．５とし、これを検量

線用標準液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衡液（０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸水溶液と０．１ｍｏｌ／Ｌ酢酸ナトリウム水溶液を１

６：１で混合したもの。以下同じ ）１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液（０．１）Ｗ／Ｖ）％：オレンジⅡ（ｐ―β―ナ。

フトール・アゾベンゼンスルフォン酸）０．１ｇを水に溶解し、１００ｍｌとしたもの。以下同じ ）３ｍｌ、塩。

化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、検量線用標準液を加える。約５

分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量

の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長４８５ｎｍにおける吸光度を測定して検量線を作成する。

ｃ 定量方法

ａで調製した試料液のうちから、ＤＤＡＣとして０．４㎎以下を含む量を正確に量りとり、１００ｍｌのビーカ

ーに入れ、水を加えて約４０ｍｌとした後、１ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム溶液数滴を加えて、万能ｐＨ試験紙に

よるｐＨを約３．５とし、これを試験液とする。

あらかじめ、ｐＨ３．５の緩衝液１０ｍｌ、オレンジⅡ溶液３ｍｌ、塩化ナトリウム５ｇ及びクロロホルム２０

ｍｌを入れた１００ｍｌの分液ロートに、試験液を加える。約５分間振とう後、約３０分間静置してクロロホルム

層と水層の分離を待つた後、クロロホルム層の一部をとり、少量の硫酸ナトリウム（無水）を加えて脱水し、波長

４８５ｎｍにおける吸光度を測定し、検量線からＤＤＡＣの量を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────

試料液の採取量（ｍｌ）

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

Ｎ―アルキルベンジルジメチルアンモニウムクロライド（以下「ＢＫＣ」という ）Ｃのａに同じ。 。

ｂ 検量線の作成

銅化合物

（ ， ） 、 、原子吸光分析用の銅標準液 １ ０００ｐｐｍ ５ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ

硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱す 放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスる。

コに水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準

原液とする。この検量線用標準原液０～１５ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸

ナトリウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長３２４．

８ｎｍにおける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ＤＤＡＣ

Ｃのｂに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのｂに同じ。ただし、標準液としてＢＫＣを用いるものとする。

ｃ 定量方法

銅化合物

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂ

の と同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から銅の濃度を求める。

ＤＤＡＣ

Ｃのｃに同じ。
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ＢＫＣ

Ｃのｃに同じ。ただし 「ＤＤＡＣ」とあるのは 「ＢＫＣ」と読み替えるものとする。、 、

ｄ 薬剤含有量の計算方法

銅化合物

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数 １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────×１．２５２×─

１，０００ ε

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

ＤＤＡＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ× ───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＤＤＡＣの量（ｍｇ）

ＢＫＣ

ｃの によつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

１００ １

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×───────────× ─

試料液の採取量（ｍｌ） ε

Ｐ：検量線から求めたＢＫＣの量（ｍｇ）

ε：各成分で定量値を薬剤含有量に換算するための係数で、次の表に掲げるとおりとする。

薬剤の種類

成分 ＡＣＱ１ ＡＣＱ２

銅化合物 ０．５５８ ０．６６７

ＤＤＡＣ － ０．３３３

ＢＫＣ ０．４４２ －

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

Ｄのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

Ｄのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた銅の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成
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（ ， ） 、 、原子吸光分析用の亜鉛標準液 １ ０００ｐｐｍ ２ｍｌを３００ｍｌのビーカーに入れ 過酸化水素水１ｍｌ

硫酸（１＋４）４ｍｌを加え、砂浴上で徐々に加熱する。放冷後、ビーカーの内容物を１００ｍｌのメスフラスコ

に水で洗いながら移し、硫酸ナトリウム溶液１０ｍｌを加えた後、標線まで水で希釈したものを検量線用標準原液

とする。この検量線用標準原液０～１０ｍｌを段階的に１００ｍｌのメスフラスコに量りとり、硫酸―硫酸ナトリ

ウム溶液を標線まで加えたものを標準試料溶液とする。それぞれの標準試料溶液について、波長２１３．９ｎｍに

おける吸光度を原子吸光光度計で測定して、検量線を作成する。

ｃ 定量方法

試料液を検量線の範囲内に入るように硫酸―硫酸ナトリウム溶液で一定量に希釈し、原子吸光光度計によりｂと

同じ条件で吸光度を測定し、検量線の直線領域から亜鉛の濃度を求める。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

ｃによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

２５０×試料液の希釈倍数

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×────────────

１，０００

Ｐ：検量線から求めた亜鉛の濃度（ｍｇ／ｌ）

Ｇ ほう素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ クルクミン法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面（表面又は裏面のいずれか一方のみが辺材である場合にあつては、その面。以下

同じ ）から１㎜の深さまでを削つてとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片を細かく砕いて全乾にし。

たものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に量り、るつぼ又は蒸発皿にと

り、炭酸ナトリウム溶液（１Ｗ／Ｖ％。無水炭酸ナトリウム１０ｇを水に溶解して全量を１，０００ｍｌにした

ものをいう。以下同じ ）を加えてアルカリ性として、水浴上でその混合物を乾燥させる。次にマッフル炉を用。

いてできるだけ低い温度でゆつくり灰化させ、次第に温度を上げて暗い赤熱状態（約５８０℃）に達せしめ、そ

れ以上の温度にならないようにする。放冷後、灰分を塩酸（１＋９）で酸性とした後、１００ｍｌのメスフラス

コに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

クルクミン溶液

クルクミン（植物製）０．１ｇをエタノール４００ｍｌに溶解する。

しゆう酸アセトン溶液

しゆう酸５０ｇをアセトン５００ｍｌに溶解し、ろ過する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．５ｇを正確に量りとり、水に溶解して１，０００ｍ

ｌのメスフラスコに移し入れ標線まで希釈して、これをほう酸標準原液とする。使用時にこの原液を水で５０

倍に希釈してほう酸標準溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～４ｍｌを、段階的に、正確に量りながらとり、ｄの定量方法と同様に操作してほう酸の量

と吸光度との関係線を作成して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液１ｍｌを正確に量りとり、内径５ｃｍのるつぼに入れ、１％炭酸ナトリウム溶液を加えてアルカリ性と

した後、水浴上で蒸発乾固させる。次に、残留物を放冷した後、塩酸（１＋４）１ｍｌ、しゆう酸アセトン溶液

５ｍｌ及びクルクミン溶液２ｍｌを加えて、５５±２℃の水浴上で２時間３０分加熱する。これを放冷した後、

残留物にアセトン２０～３０ｍｌを加えて溶出し、ろ過しながら１００ｍｌのメスフラスコに入れる。アセトン

で容器及び残留物を数回洗い、洗液を合わせて標線までアセトンで希釈し、試験溶液とする。試験溶液の一部を

吸収セルに移し、空試験液を対照液として波長５４０ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線

からほう酸の量を求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、アセトンで一定量に希釈し、検量

線の範囲内に入るように調整して測定する。

ｅ 薬剤含有量の計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数
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Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

Ⅱ カルミン酸法

ａ 試料液の調製

試験片の辺材の表面及び裏面から１ｍｍの深さまでを削つとり去り、更に５ｍｍの深さまで削りとつた木片を

細かく砕いて全乾にしたものを試料とする。その荷口の全試料を合わせて、その中から１～２ｇを正確に量り、

石英ガラス製又は無ほう酸ガラス製の２００～５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコにとり

、過酸化水素水１５ｍｌ、硫酸２ｍｌ及びりん酸２ｍｌを添加する。次に、これを砂浴上で徐々に加熱し、内容

物を分解し、内容物が黒色になつたところで過酸化水素水５ｍｌを追加する。この操作を繰り返し、試料が完全

に分解して内容物が透明になり、硫酸白煙が発生するまで濃縮した後、放冷する。その後、丸底フラスコの中の

内容物を２００ｍｌのメスフラスコに移し入れ、標線まで水で希釈し、これを試料液とする。

ｂ 試薬の作成

カルミン酸溶液

カルミン酸２５ｍｇを硫酸に溶解して、全量を１００ｍｌとする。

硫酸第１鉄溶液

硫酸第１鉄５ｇを０．５ｍｏｌ／Ｌ硫酸１００ｍｌに溶解する。

ほう酸標準溶液

ほう酸を硫酸デシケータの中で５時間乾燥したもの０．２５ｇを量りとり、１００ｍｌのメスフラスコに入

れ標線まで水で希釈して、これをほう酸標準原液とす 使用時にこの原液を水で５０倍に希釈してほう酸標準

溶液とする。

ｃ 検量線の作成

ほう酸標準溶液０～２ｍｌを、段階的に、正確に量りながら、２５ｍｌのメスフラスコにとり、それぞれの全

量が２ｍｌになるよう水を加えた後、ｄの定量方法と同様に操作して、ほう酸の濃度と吸光度との関係線を作成

して検量線とする。

ｄ 定量方法

試料液２ｍｌを２５ｍｌのメスフラスコにとり、塩酸３滴、硫酸第１鉄溶液３滴及び硫酸１０ｍｌを加えて混

合し、メスフラスコに共栓を付し水冷した後、カルミン酸溶液１０ｍｌを加えて混合する。次に、これを再び水

冷し、標線まで硫酸で希釈し、４５分間室温で放置して、試験溶液とする。試験溶液の一部を吸収セルに移し、

空試験液を対照液として波長６００ｎｍにおける吸光度を測定し、あらかじめ作成した検量線からほう酸の量を

求める。試験溶液の吸光度が検量線の範囲を超える場合は、硫酸で一定量に希釈し、検量線の範囲内に入るよう

に調整して測定する。

ｅ 計算方法

ｄによつて求めた値から次式により薬剤含有量を算出する。

薬剤含有量（ｍｇ）＝Ｐ×１００×試料液の希釈倍数

Ｐ：検量線から求めた試験溶液のほう酸の量（ｍｇ）

生長錐により試験片を採取する場合②

ア 試験試料の採取

試料材を抜き取る方法は、１荷口から次の表の左欄に掲げる保存処理を施した製材の枚数又は本数に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる枚数又は本数の試料材を任意に抜き取つて行うものとする。

荷口の保存処理を施した製材の枚数又は 試料材の枚数又は本数

本数

１，０００以下 ８ 再試験を行う場合は、左に掲げる枚数又は本数の２倍

１，００１以上 ２，０００以下 １２ の試料材を抜き取る。

２，００１以上 ３，０００以下 １６

３，００１以上 ４，０００以下 ２０

４，００１以上 ６，０００以下 ２４

６，００１以上 ８，０００以下 ２８

８，００１以上 １０，０００以下 ３２
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（注）荷口が１０，０００枚又は１０，０００本を超える場合には、１荷口がそれぞれ１０，０００枚又は１０，０００

本以下となるように分割する。

イ 試験片の採取

各試料材の長さ及び幅の中央部付近で、インサイジング又は割れ等の欠点の影響が最も少ない部分において、材面に向

かつて直角に内径４．５±０．０３ｍｍの生長錐を用いて、次の表の左欄に掲げる試験片を採取する部分の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる長さの試験片を採取するものとする。

試験片を採取する部分の区分 試験片を採取する長さ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍ以内の部分に存在するもの 材の表面から１０ｍｍ

心材が材の表面から深さ１０ｍｍを超え１５ｍｍ以内の部分に 材の表面から１５ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ１５ｍｍを超え２０ｍｍ以内の部分に 材の表面から２０ｍｍ

存在するもの

心材が材の表面から深さ２０ｍｍを超えた部分に存在するもの 材の表面から心材に達するまで

心材が存在しないもの 材の表面から材の厚さの１／２

ウ 試験結果の判定

①のウに同じ。

エ 試験の方法

（ｱ） 浸潤度試験

浸潤度は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤を試験法―１に示す方法によつて呈色させ、

次式により算出する。

試験片の辺材部分の呈色長（ｍｍ）

辺材部分の浸潤度（％）＝───────────────―×１００

試験片の辺材部分の長さ（ｍｍ）

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

材の表面から深さｄ（ｍｍ） までの心材部分の呈色長（ｍｍ）

までの心材部分の浸潤度（％）＝────────────────×１００

試験片の材の表面から深さｄ（ｍｍ）

までの心材部分の長さ（ｍｍ）

試験法―１ 薬剤の呈色法

①のエの（ｱ）の試験法―１に同じ。

（ｲ） 吸収量試験

吸収量は、試験片に含有される保存処理薬剤を確認の上、保存処理薬剤又は主要成分を試験法―２に示す方法によつ

て定量し、次式により算出する。ただし、これ以外の方法によつて、試験片が基準に適合するかどうか明らかに判定で

きる場合は、その方法によることができる。

薬剤含有量（ｍｇ）

吸収量（ｋｇ／ｍ ）＝──────────────３

荷口の全試料の体積（ｃｍ ）３

試験法―２ 薬剤の定量法

保存処理薬剤ごとに次に定める方法により薬剤の吸収量を定量する。使用する薬剤は、当該薬品（試薬）にＪＩＳの

規定がある場合はＪＩＳによるものとする。

Ａ クレオソート油保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製
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浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて円筒ろ紙に移し入れ、以下①のエの試験法―２のＡのａと同様に操作する。

ｂ 定量方法

①のエの試験法―２のＡのｂに同じ。

ｃ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＡのｃに同じ。

Ｂ クロム・銅・ひ素化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

Ⅰ 吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅠのａと同様に操作する。

ｂ 試薬及び検量線の作成

①のエの試験法―２のＢのⅠのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅠのｄに同じ。

Ⅱ 原子吸光光度法

ａ 試料液の調製

、 。浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し これを試料とする

その荷口の全試料を合わせて５００ｍｌの共通すり合わせトラップ球付き丸底フラスコに入れ、以下①のエの

試験法―２のＢのⅡのａと同様に操作する。

ｂ 検量線作成用の標準試料原液及び標準試料溶液の作成

①のエの試験法―２のＢのⅡのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＢのⅡのｄに同じ。

Ｃ アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

浸潤度試験に用いた試験片のそれぞれの材の表面から１０ｍｍの深さまでの部分を切断し、これを試料とする。

その荷口の全試料を合わせて球管冷却器付き３００ｍｌの平底フラスコに入れ、以下①のエの試験法―２のＣの

ａと同様に操作する。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＣのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＣのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＣのｄに同じ。

Ｄ 銅・アルキルアンモニウム化合物系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

銅化合物

ＢのⅡのａに同じ。

ＤＤＡＣ

Ｃのａに同じ。

ＢＫＣ

Ｃのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂに同じ。
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ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＤのｄに同じ。

Ｅ ナフテン酸銅系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＤのｂの に同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＤのｃの に同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＥのｄに同じ。

Ｆ ナフテン酸亜鉛系保存処理薬剤で処理されたもの

ａ 試料液の調製

ＢのⅡのａに同じ。

ｂ 検量線の作成

①のエの試験法―２のＦのｂに同じ。

ｃ 定量方法

①のエの試験法―２のＦのｃに同じ。

ｄ 薬剤含有量の計算方法

①のエの試験法―２のＦのｄに同じ。

(2) 含水率試験

ア 試験試料の採取

試験に供する試験片を採取すべき乾燥材表示を行つた製材は、１荷口から５枚又は５本を任意に抜き取るものとする。

ただし、再試験を行う場合は、１荷口から１０枚又は１０本を抜き取るものとす る。

イ 試験片の採取

アで採取した試験試料からそれぞれ２個ずつ採取する。

ウ 試験結果の判定

１荷口から採取された試験片のうち、基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、当該試験に係る

荷口は合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７０％以上９０％未満であると

きは、その荷口について改めて試験に要する試験片を採取して再試験を行い、その結果、適合するものの数が９０％以上

であるときは、合格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

エ 試験の方法

試験片の質量を測定し、これを乾燥器中で１００℃から１０５℃で乾燥し、恒量に達したと認められるときの質量（以

下「全乾質量」という ）を測定し、含水率を求める。ただし、これ以外の方法によつて、試験片の適合基準を満足する。

かどうか明らかに判定できる場合は、その方法によることができる。

（注）含水率は、次式によつて算出する。

１ ２Ｗ －Ｗ

含水率（％）＝―――――― ×１００

２Ｗ

Ｗ ：乾燥前の質量（ｇ）１

Ｗ ：全乾質量（ｇ）２

本別記…一部改正〔平成９年９月農水告１３８１号・１３年１１月１５９９号〕
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別表１（第４条関係）

別表２（第４条関係）

附則

（製材の日本農林規格の廃止）

１ 製材の日本農林規格（昭和４７年１０月１４日農林省告示第１８９２号）は、廃止する。

（経過措置）

、 、２ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の規定により行う製材の格付については 平成９年７月１１日までは

なお従前の例によることができる。

（薄板の日本農林規格等の一部改正）

３ 薄板の日本農林規格（昭和３５年７月３０日農林省告示第６９５号）の一部を次のように改正する。

木口の

短辺

（mm）

木口の長辺

（mm）

材長

（m）

12 （板類） 80 90 100 110 120 130 140 150 木口の長辺

150mm以上

10mm建て

0.3m以

上0.1m

建て

15 80 90 100 110 120 130 140 150

18 18 80 90 100 110 120 130 140 150

21 21 51 60 66 80 90 100 110 120 130 140 150

27 27 51 60 66 80 90 100 110 120 130 140 150

34 34 51 60 66 80 90 100 110 120 130 140 150

40 40 51 60 66 80 90 100 110 120 130 140 150

45 45 100 110 120 130 140 150

51 51 100 110 120 130 140 150

60 60 100 110 120 130 140 150

66 （角類） 66 100 110 120 130 140 150

80 80 150

90 90 150

100 100 150

110 110 150

120 120 150

木口の

短辺

（mm）

木口の長辺

（mm）

材長

（m）

7 36 （板類） 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0

9 36 75 90 100 105 120 150 180 210 1.8 1.9 2.0 3.65 3.8

11 75 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

13 75 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

15 15 75 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

18 18 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

20 30 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

24 24 30 36 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

27 27 36 60 75 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

30 30 36 40 45 60 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

33 33 36 40 75 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

36 36 40 45 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

40 40 45 60 90 100 105 120 150 180 210 240 270 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

45 45 55 60 85 90 100 105 120 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

50 85 90 100 105 120 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

55 （角類） 55 90 105 120 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

60 60 90 105 120 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

70 70 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

75 75 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

85 85 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

90 90 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0

100 100 150 180 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0 6.0

105 105 150 180 210 240 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0 6.0

120 120 150 180 210 240 300 1.8 1.9 2.0 3.0 3.65 3.8 4.0 6.0
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〔次のよう略〕

４ 建具材の日本農林規格（昭和３５年１２月１日農林省告示１２０２号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

５ きり材の日本農林規格（昭和３５年１２月１日農林省告示第１２０３号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

６ 押角の日本農林規格（昭和３５年１２月１日農林省告示第１２０４号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略 〕〕

７ 耳付き材の日本農林規格（昭和３５年１２月１日農林省告示第１２０５号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

前文〔抄 〔平成９年９月３日農林水産省告示第１３８１号〕〕

平成９年１０月３日から施行する。

附則〔平成１３年１１月３０日農林水産省告示第１５９９号〕

１ この告示は、平成１４年３月１日から施行する。

２ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成１１年法律第１０８号）附則第４条第１

項又は第３項の規定によりなお効力を有するものとされる同法による改正前の農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関す

る法律第１４条第３項又は第１９条の３第１項に規定する製造業者又は外国製造業者の製造する農林物資について、この告示

の施行前にこの告示による改正前の広葉樹製材の日本農林規格に適合するかどうかの判定を行つた独立行政法人農林水産消費

技術センター又は登録格付機関が、当該判定の結果に基づいて当該製造業者又は外国製造業者に当該農林物資又はその包装に

格付の表示を付させる場合には、なお従前の例による。

３ この告示の施行前に格付の表示が付された広葉樹製材については、なお従前の例による。
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